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はじめに

いくつになってもやることや役割によって社会とつながり、世代を超えて誰もが活躍できる社会

は、地域みんなが輝く地域共生社会といえるでしょう。そうした「就労的活動」の支援を担う「就

労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）」が、介護保険の法改正により 2021 年度より

配置できることになりました。これは、2015 年度から始まった新しい地域支援事業の中の、生活支

援体制整備事業の一環です。

たとえば、家庭菜園で自家用野菜の栽培を楽しむ人々に、「そんなにたくさんつくってどうされる

んですか」と尋ねると、家族や友人、ご近所におすそ分けすることで、相手が喜んでくれる顔を見

るのがうれしいと言われます。そして、そのおすそ分けが、友人やご近所とのつながりを深め、日

常的にお互いを気にかけ、ちょっと困ったときに支え合う関係になっているのです。「ハタラク」こ

ととは、経済活動に直結することばかりではなく、人と人のつながりを育む社会参加の機能を有し、

本人自身の生きがいや役割、健康づくりや介護・認知症予防などにも、大いに貢献するものです。

近年は、人材不足により維持することが難しくなってきた地域の産業の守り手としても、高齢者

の皆さんに期待が寄せられています。また、ひきこもりの青壮年が、高齢者とふれあいながらの作

業を通じて相互に元気をもらい、その後一般就労に結びついたことも。そうした取り組みが、人口

減少する過疎地域の活性化につながっているという自治体もあります。

誰もが地域社会の中でつながり、高齢になっても輝ける循環型社会を目指す就労的活動支援の取

り組みは、今後大きなうねりとなって、広がっていくものと考えられます。

本書は、就労的活動支援に携わる地域運営組織のほか、自治体や地域包括支援センター、社会福

祉協議会等の担当者や研究者とで構成した調査研究委員会において、実態調査や実践事例のヒアリ

ングを通じて分析や議論を交わし、ガイドブックとしてわかりやすくまとめたものです。2部構成で、

第 1部の総論では、就労的活動とは何かを明らかにするとともに、就労的活動支援コーディネーター

の役割を整理しています。また第 2部では、全国で取り組まれている多様な就労的活動支援の実践

事例を紹介するとともに、まとめとしてその総括も掲載しています。

就労的支援活動コーディネーターの配置は、全国的に見ても必ずしも多くはありませんが、生活

支援コーディネーターやシルバー人材センターのスタッフ、地域おこし協力隊や集落支援員等既存

の多種多様な専門職が、就労的活動の支援を担っています。本書が、介護保険における地域支援事

業担当のほか、地域福祉やまちづくり、農業など産業振興等の関連の部局、社会福祉協議会等関連

する担当者の皆さんの連携や協働のきっかけとなれば幸いです。

全国コミュニティライフサポートセンター 理事長 

池田昌弘
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4 第 1 部  総論

第 章
就労的活動支援と
就労的活動支援コーディネーター
の役割

1.�就労的活動支援とは何か

（1）�今、日本社会において就労的活動支援が

　　求められる 2つの背景

なぜ、いま日本社会において就労的活動支援が求

められるのでしょうか？　その背景は大きく 2 点

に整理できす。1 点目は長寿化に伴う高齢期の健康

長寿と社会参加の実現という背景、2 点目は少子高

齢化と人口減少社会に伴う地域社会の課題の増加と

それらを解決する担い手の不足という背景です。

厚生労働省によると、2021（令和 3）年の日本

の平均寿命は、男性が 81.47 年、女性が 87.57 年

であり、国立社会保障・人口問題研究所の「日本

の将来推計人口」（2017・平成 29 年 4 月）による

と、2065（令和 47）年には、男性 84.95 年、女性

91.35 年（死亡中位仮定）となることが見込まれて

います。

一方、長寿化に伴い、高齢期にできるだけ心身と

もに健康で長く自立生活を送れることを望む人が増

えています。2019（令和元）年時点の健康寿命（日

常生活に制限のない期間）は、男性が 72.68 年、女

性が 75.38 年であり、2010（平成 22）年と比べる

と男性が 2.26 年、 女性が 1.76 年と、同期間の平均

寿命の延び（男性 1.86 年、女性 1.15 年）を上回る

勢いで延びていることがわかります。

一人ひとりが高齢期をどのように過ごせるかとい

うことは、その人自身の QOL だけでなく、周囲の人々

や地域社会、ひいては日本社会全体にも一層大きな

影響を及ぼすようになっていることがわかります。

内閣府が 2021（令和 3）年度に行った「高齢者

の日常生活・地域社会への参加に関する調査」によ

ると、全国の約 2,000 人の回答者のうち、65 歳以

上の「現在の収入の伴う仕事」に従事している人の

割合は 30.1％、65 歳以上の「過去 1 年間に社会活

動に参加した」人の割合は 51.6％に上り、いずれ

の回答者も「生きがいを感じる程度」が非該当者よ

りも高い傾向にあることが明らかになりました。す

でに多くの調査研究で分析されているように、健康

長寿の実現において「生きがい」は重要な要素であ

り、生涯にわたる健康づくりを土台としつつ、高齢

期においても「生きがい」の源となる就労や多様な

社会活動への参加の機会があることが求められてい

るのです。

一方、高齢者が暮らす地域社会の側にも大きな変

化が生じています。全国には若年世代の人口流出と

出生率の低下によって過疎化に歯止めのかからない

地域が数多くあります。そのような地域では、地域

経済を担う多様な産業における就業人口の不足、教

育・福祉・医療などの公益事業における人材不足、

地域コミュニティの運営や環境保全などの地域運営

世界で最も速いスピードで少子高齢化が進み、最

も長生きができる日本社会では、高齢期の健康長寿

をどのように実現するかが大切な課題になっていま

す。そのような背景から、2020（令和 2）年の介護

保険制度・地域支援事業の改正により、就労的活動

支援コーディネーター（就労的活動支援員）を市町

村に配置できるようになりました。本章では、そもそ

も就労的活動支援とは何か、そして就労的活動支援

コーディネーターに求められる役割とは何かというこ

とについて解説します。

●東北公益文科大学 大学院教授 

武田真理子
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に係る後継者や担い手の不足が、地域社会の持続可

能性を左右する最重要課題となっています。

そのようななかで、女性、障害者、外国人ととも

に高齢者の活躍への期待が高まっています。総務

省「労働力調査」によると、労働力人口に占める 65

歳以上の割合は、2000（平成 12）年の 7.3％から、

2020（令和 2）年の 13.3％へと 20 年間で 2 倍近く

に拡大しており、社会全体における高齢者の位置が

大きく変わろうとしています。また、老年医学等の

専門家の間では高齢者の定義を 75 歳以上に見直す

提案が行われており、地域共生社会をはじめ、社会

福祉、社会保障、その他の分野においても高齢者や

高齢期のとらえ方の変化が少しずつ生まれています。

こうしたダイナミックな社会変化の中で就労的活

動支援が求められるようになっています。

（2）就労的活動支援コーディネーター配置のねらい

就労的活動支援は、介護保険制度に係る検討会な

どにおける議論を経て、2019（令和元）年 12 月に

発表された「一般介護予防事業等の推進方策に関す

る検討会」とりまとめの中で示されました（図 1）。

一般介護予防事業等に今後求められる機能を実現す

るための具体的方策としての〈通いの場などの介護

予防の捉え方〉の中で、「役割がある形での社会参

加も重要であり、ボランティア活動へのポイント付

与や有償ボランティアの推進に加え、就労的活動の

普及促進に向けた支援を強化」することが提案され

ました。また、同年 7 月の全国知事会において「高

齢者の社会参加・就労は、介護予防・フレイル対策

にも有効であることから、そのためのマッチング機

能等を担う人材の確保・育成、活動支援に対する財

源の確保」という提言が出され（図 2）、厚生労働省

により、生活支援体制整備事業に新たに就労的活動

支援コーディネーターを配置する方針となりました。

就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支

援員）の配置については、2020（令和 2）年度に

改正された「地域支援事業実施要綱」により定めら

れています。図 3 は、2022（令和 4）年 6 月 27 日

改正の「介護予防・日常生活支援総合事業のガイド

ライン」の該当部分を示しています。「①配置目的」

＜通いの場などの介護予防の捉え方＞
高齢者が関心等に応じ参加できるよう、介護保険による財政的支援を行っているものに限らず幅広い取組が通いの場に含ま
れることを明確化。取組を類型化し、事例集等を作成。自治体や関係者に周知。
役割がある形での社会参加も重要であり、ボランティア活動へのポイント付与や有償ボランティアの推進に加え、就労的活動の
普及促進に向けた支援を強化。
ポイント付与を進めるためのマニュアルの作成等を実施。

（１）地域支援事業の他事業との連携方策や効果的な実施方策、在り方

＜連携の必要性が高い事業＞
地域支援事業の他の事業（※）との連携を進めていくことが重要。
→ 実態把握を進めるとともに、市町村において連携した取組が進む
よう、取組事例の周知等を実施

※ 介護予防・自立支援のための地域ケア会議、短期集中予防サービ
ス（サービスC）、生活支援体制整備事業

＜現行制度の見直し＞
一般介護予防事業を含む総合事業の実施しやすさや利用者
のサービス利用の継続性に配慮していくことが必要。
→ ・ 総合事業の対象者の弾力化
・ 総合事業のサービスの価格の上限を定める仕組みの見直し
・ 介護予防の取組を積極的に行う際の総合事業の上限額の弾力化
等の総合事業の在り方については、本検討会での議論を踏まえ、
引き続き介護保険部会等で検討

「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」取りまとめ（概要）① 令和元年12月13日公表

【ポイント】
通いの場の取組を始めとする一般介護予防事業は、住民主体を基本としつつ、効果的な専門職の関与も得ながら、従来の介護
保険の担当部局の取組にとどまらず多様な関係者や事業等と連携し、充実を図ることが必要。
また、こうした取組をより効果的・効率的に行うためには、PDCAサイクルに沿った推進が重要であり、市町村・都道府県・国がそれぞ
れの役割を最大限に果たすべき。

一般介護予防事業等に今後求められる機能を実現するための具体的方策等

図 1　「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」とりまとめ（概要）� （2019 年 12 月 13 日）

☞
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就労的活動の普及に向けて（地域支援事業交付金関係）
○ 地域支援事業は、高齢者が要介護状態等となることを予防するとともに、地域において自立した日常生活を営むことがで
きるよう支援するもの

○ こうした中で、令和２年度の概算要求では、新たに就労的活動の普及促進策を創設
○ 具体的には、利用者に就労的活動を提供したいと考える介護事業所やＮＰＯ法人等と、これら就労的活動ができる場所と
をマッチングする人材配置などの事業を実施（以下の取組事例等も参考としつつ、詳細は予算編成過程で検討）

【提言③介護予防・フレイル対策】
○ 高齢者の社会参加・就労は、介護予防・フレイル対策にも有効であることから、そのためのマッチング機能等を担う人材の確保・
育成、活動支援に対する財源の確保

秋田県藤里町の事例
（生涯現役を目指す就労的活動のコーディネート）

熊本県水俣市の事例
（一般介護予防事業を活用した食・農・福の連携）

年代を問わず、地域活動等に意欲がある人が「働き方登録票」を
事務局（社会福祉協議会）に登録。
事務局が町内企業や町民からの依頼と登録者をマッチング。
自分の希望に添った働き方で地域の特産品づくり等に取り組むこ
とを通じ、生涯現役を希望する全ての人が活躍できる環境づくり
を目指している。

【ふきの皮むき作業】【働き方登録票】

65歳以上の人を対象とし、山間部では遊休農地を活用した野菜づ
くり、市街地ではプランターを活用した花・野菜づくり、温泉地
では景観整備の草刈りや間伐で出た材木を使った椎茸栽培など、
一般介護予防事業として地域の特性に応じた様々な活動を実施。
収穫した野菜を使った会食や配食により、地域の交流や高齢者の
見守り・食の確保にもつながっている。
売上げは、活動経費として活用。

【活動風景①】

【活動風景②】

＜参考＞「健康立国の実現に向けて」（令和元年７月２３日全国知事会）（抄）

図 2　「就労的活動の普及に向けて」（厚生労働省資料）

４０

（６） 就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置

① 配置目的

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）のほか、役割がある形で

の高齢者の社会参加等を促進することを目的として、「就労的活動支援コーディ

ネーター（就労的活動支援員）」を配置することができる。

② 役割等

就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と就労的活動の取組みを実施

したい事業者等とをマッチングし、高齢者個人の特性や希望に合った活動を

コーディネートする。 

※ 就労的活動は、有償又は無償のボランティアとしての活用を想定したもの

であり、賃金が支払われる労働は含まない。

③ 配置

配置先や市町村ごとの配置人数等は限定せず、地域の実情に応じた多様な配

置を可能とする。 

④ 資格・要件

地域の産業に精通している者又は中間支援を行う団体等であって、地域でコ

ーディネート機能を適切に担うことができる者とする。 

このように、特定の資格要件は定めるものでないが、生涯現役社会の実現や

市民活動への理解があり、多様な理念をもつ地域のサービス提供主体や民間企

業と連絡調整できる立場の者が望ましい。 

⑤ 費用負担

人件費、委託費、活動費用については、地域支援事業（包括的支援事業）が

活用可能。 

（７） その他

○ 地域における移動に対するニーズへの対応については、主として交通部局が公

共交通施策として対応しているが、その対応を効果的に進めるため、政策立案、

情報共有、意識改革等、福祉部局と交通部局が連携した対応が重要である。

○ そのため、福祉部局が把握している地域の移動ニーズを交通部局と共有し、

・ 福祉有償運送等に分類される訪問型サービスＤを実施しやすい環境の整備

・ 交通部局が把握している高齢者以外の移動ニーズと、福祉部局が把握してい

る高齢者の移動ニーズをあわせた移動サービスの実施

・ 福祉部局が把握している地域の移動ニーズの公共交通施策への反映

を行えるよう検討を行う等の対応が考えられる。

○ また、地方公共団体（都道府県、市町村）が中心となり、交通事業者・道路管理

者・利用者・学識経験者等から成る公共交通に関する協議会が設置されているの

で、交通部局と福祉部局による検討を進めた上で、

・ 市町村の介護保険担当職員や生活支援コーディネーター等が、上記の公共交

通に関する協議会へ参加し、把握しているニーズを伝え、公共交通施策におけ

る検討を共に行う

・ 協議体や地域ケア推進会議に公共交通部局担当者を参画させ、地域における

資料３
図 3　「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」�（2022 年 6月 27 日改正）より抜粋



7第１章 ■■ 就労的活動支援と就労的活動支援コーディネーターの役割

のとおり、生活支援コーディネーターに加えて、「役

割がある形での高齢者の社会参加等を促進するこ

と」を目的として配置ができることになり、「③配置」

と「④資格・要件」のとおり、特に資格要件、1 層

や 2 層の区別や人数の定めはなく、地域の実情に

応じて市町村ごとに工夫をすることができます。「②

役割等」については、本ガイドブックのさまざまな

事例を通じて地域ごとの具体的な検討を行っていた

だきたいと考えますが、後述するとおり、基本的に

は「高齢者個人の特性や希望に合った活動」と地域

における就労的活動の場をコーディネートすること

と整理できます。

また、市町村あるいは地域によっては、就労的活

動支援は既に生活支援コーディネーターや他の専門

職等が取り組んできたことであり、就労的活動支援

コーディネーターの業務は特別な新しいものではあ

りません。生活支援コーディネーターの業務は非常

に広範囲にわたるため、なかなか手にかけることが

できなかった「就労的活動支援」の部分を強化、あ

るいは新たに取り組むために、就労的活動支援コー

ディネーターを新規配置することが有効であると考

えられます。16 頁で紹介している市町村アンケー

ト調査の結果からも、就労的活動支援コーディネー

ターを配置した市町村には、そのような意図が認め

られます。

新たに配置された就労的活動支援コーディネー

ターは、生活支援コーディネーターと協働する関係

であり、同じチームとして活動できる体制づくりが

重要です。

2.�就労的活動支援
　 コーディネーターの役割

（1）�就労的活動支援における

　　コーディネーションの 3つの役割

「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」

において、就労的活動支援コーディネーターの役割

に、「高齢者個人の特性や希望に合った活動をコー

ディネートする」と示されていますが、具体的な役

割について考えてみましょう。

そもそも就労的活動支援コーディネーターの役割

を理解するために欠かせないのが、コーディネー

ションの考え方です。コーディネーションとは、『広

辞苑 第七版』（2018 年、岩波書店）では「①物事

を調整してまとめ上げること。②服装や家具などを

調和よく組み合わせること」と定義されています。

また、『リーダーズ英和辞典 第 3 版』（2012 年、研

究社）では「同等（にすること）、対等（の関係）、〈作用・

機能の〉調整、協調、〈筋肉運動の〉協調」と訳さ

れています。ボランティアコーディネーションに関

する理論と方法を体系化している認定特定非営利活

動法人日本ボランティアコーディネーター協会編

『ボランティアコーディネーション力 第 2 版―市民

の社会参加を支えるチカラ　ボランティアコーディ

ネーション力検定公式テキスト』（2015 年、中央法

規出版）では、以上のことをふまえて、「コーディネー

ションとは、①『調整して全体の調和を生み出す』

という働き、②『各々の要素を対等（同格）にする』

という働きの 2 つの意味をもつ」と説明しています。

以上の定義に基づいて整理をすると、就労的活動

支援のためのコーディネーションには 3 つの役割

があることがわかります。

1 つ目の役割は、「1. 就労的活動支援とは何か」

で確認をした「高齢者の社会参加の実現」と「地域

図 4　�生活支援コーディネーターと就労的活動支援
コーディネーターの関係

生活支援コーディネーターの業務

就労的活動支援
コーディネーター

の業務
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社会の課題・担い手不足」という 2 つの背景を結

びつける役割です。つまり、健康長寿を全うした

い、社会へ貢献し続けたいという高齢期にある人々

のニーズと、山積する諸課題を少しずつ解決したい、

そのためには多様な担い手が必要であるという地域

社会のニーズを調整して結びつける役割です。この

調整によって、高齢者が暮らす地域社会全体の調和

が生み出されることが期待されます。

2 つ目の役割は、「高齢者のニーズとシーズ」と

「地域社会のニーズとシーズ」を結びつける役割で

す。図 5 に示したとおり、高齢者自身のニーズとシー

ズ（本人がもっている知識、経験、スキル、思いや

ネットワークなど）と、地域社会の諸課題・ニーズ

とシーズ（人、物、組織、財源等の社会資源）の双

方の情報収集と把握を行い、両者を「対等におく」

ということです。就労的活動支援のためのコーディ

ネーションにおいて重要なことは、高齢者をサービ

スや支援の受け手という一方的な位置に固定化する

のではなく、「お互いさま」の双方向の関係性を築

く視点に基づき、高齢者と多様な地域課題、社会資

源のマッチングを行うことにあります。このコー

ディネーションによって、高齢者の真の社会参加を

実現することができるのではないでしょうか。

3 つ目の役割は、「高齢者自身の複合的なニーズ」

図 6　就労的活動支援のためのコーディネーションの視点

就労的
活動

知恵・技術・伝統・
文化の継承出会い・

交流・仲間づくり

いきがい・
地域貢献・社会貢献

就労的活動支援のためのコーディネーションは高齢者一人ひとりの多様なニーズを結びつけ、
「就労的活動」を通して QOLを高める役割を果たします

学習・
学び合い

経済的ゆとり

健康（心身）

創造・発信

図 5　�高齢者自身のニーズとシーズ、地域社会の諸課題・ニーズとシーズの
情報収集と把握を行い、両者を「対等に置く」役割

高齢者の

ニーズ・シーズ

地域社会の課題・
ニーズ・シーズ
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を結びつける役割です。現行の社会福祉をはじめと

する高齢者支援制度は、分野別、対象別に定められ

た法律に則って運用されているため、支援者は一人

ひとりの高齢者について、「介護が必要な人」「就労

を希望している人」「孤立している人」とその人の

一側面だけを見て関わることがあります。就労的活

動支援のコーディネーションにおいては、高齢者を

一人の人間として、総合的、包括的に理解し、アセ

スメントを行ったうえで、たとえば「心身の健康」

「経済的ゆとり」「出会い・交流・仲間づくり」「知

恵・技術の継承」といった本人の中の複数のニーズ

やシーズを組み合わせて、それにあてはまる活動・

団体を想定、マッチングを図っていくことが重要で

す（図６）。

（2）�就労的活動支援のための

　　コーディネーションの特徴

就労的活動支援のためのコーディネーションの視

点を理解するために、さらに以下の 7 つの特徴を

あげることができます。

①地域での展開

1 つ目は、高齢者の暮らしと密着した「地域」

において展開されるということです。コーディ

ネーションを行う際には、高齢者と社会資源とい

う点と点を結ぶ視点だけでなく、複数の高齢者と

複数の社会資源を結び、就労的活動が展開される

地域やネットワークを面としてとらえる視点が求

められます。

②多様な主体との連携・協働

2 つ目は、就労的活動支援は多様な主体の連携

と協働によって成り立つということです。高齢者

の就労的活動が成り立つ背景には、その活動の起

点となる課題の当事者や関係者が存在し、また高

齢者自身も当該活動に取り組む経緯や動機をもっ

ています。コーディネーションを行う際には、そ

れらのプロセスを理解し、関係者との信頼関係の

構築とコミュニケーションを大切にしながら、活

動の継続やさらなる発展に貢献することが期待さ

れます。

③本人のニーズに着目

3 つ目は、高齢者の QOL を高めることを常に

意識したコーディネーションを行うことです。そ

のためには、本人とその家族、関係者、そして地

域社会のアセスメントをていねいに行うことが必

要です。

④地域のアセスメント

4 つ目は、高齢者のニーズと同時に、地域社会

のニーズをアセスメントし、コーディネーション

を行うことです。2 つ目の特徴と関係しますが、

地域社会の課題やニーズのアセスメントを行うた

めには、地域内の主要な組織、団体、人物からの

聞き取りや協力が不可欠です。アンテナを張り、

多様な人や組織等との出会いや交流を大切にし、

情報交換や連携を行えるようなネットワークを広

げることもコーディネーションの重要な視点とな

ります。

⑤地域共生社会実現への営み

5 つ目は、地域包括ケアの推進と同時に、地域

共生社会の実現に貢献することです。地域共生社

会は 2016（平成 28）年 6 月 2 日に閣議決定され

た「ニッポン一億総活躍プラン」の中で掲げられ

た社会全体の目標であり、「制度・分野ごとの『縦

割り』や『支え手』『受け手』という関係を超え

て、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と

人、人と資源が世代や分野を超えてつながること

で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を

ともに創っていく社会」（厚生労働省）と定義さ

れています。世界で最も長寿化が進む日本だから

こそ、高齢者の就労的活動支援のためのコーディ

ネーションは地域共生社会を実現するための営み

であることを理解することが重要です。

⑥新たな活動の創造

6 つ目は、地域の新たな資源の開発、創造にも

貢献できるということです。コーディネーション

を行う際には、既存の活動や社会資源とのマッチ

ングを行うだけでなく、高齢者のニーズやシーズ、

あるいは地域社会側のニーズに基づいて、多様な

組織、団体等との連携、協働によって新しい活動
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を生み出したり、新しい仕組みを築いたり、共創

するという視点をもつことが期待されます。

⑦多様な制度を横断

最後に、7 つ目は、多様な法制度が関わる可能

性があるということです。就労的活動支援コー

ディネーターの配置については、介護保険法に基

づく地域支援事業実施要綱において規定されてい

ます。しかしながら、以上の特徴からも明らかな

ように、実際にコーディネーションを行う際には、

介護保険法以外の高齢者福祉、障害者福祉、地域

福祉や、社会福祉以外の農林水産分野、まちづく

り分野をはじめとする複数の法制度に関連する取

り組みや組織、団体等との連携や協働を展開する

という視点が求められます。

以上、就労的活動支援のためのコーディネーショ

ンは、高齢者の QOL を高める営みであるとともに、

高齢者、地域の多様な社会資源とともに新しい地域

社会の創造に貢献する役割が期待されていることが

わかります。就労的活動支援コーディネーターは、

すべての人が迎える高齢期において活き活きと社会

に貢献ができる、そのような持続可能な「わがまち」

を関係機関・専門職等とともに思い描き、新しい出

会いや仕組みをつくる専門職と理解することができ

ます。

3.�就労支援に関わる各機関との違い

今回の研究事業では、全国の市町村担当者へ就労

的活動支援についてのアンケート調査を実施しまし

た。結果の概要は、第 2 章に掲載していますが、調

査の回答の中には、就労的活動支援を考えるにあた

り、似たような就労支援を行っている機関との業務

の重複を気にしているという内容の回答が少なくあり

図 7　シルバー人材センター

●  センターは、「自主・自立、共働・共助」を理念とした会員組織です。会員一人ひとりが自主的に参加
して活動することを基本とします。会員は自分たちで役員を選び、組織や事業の運営に参画します。

●  センターは、地域社会に密着した「臨時的かつ短期的又はその他の軽易な業務（その他の軽易な業務
とは、特別な知識又は技能を必要とすることその他の理由により同一の者が継続的に当該業務に従事
することが必要である業務をいいます）」を家庭、企業、公共団体などから引き受け、会員の希望や能
力に応じて提供します。

●  高齢者の就業ですので、危険・有害な作業を内容とする仕事は、お引き受けしません。

●  会員はセンターから基本的に請負または委任の形式により仕事を引き受けます。

●  センターは、会員に対して仕事の完成後に、発注者から支払われた契約代金から仕事の内容と就業実
績に応じた「配分金」（報酬）を支払います。

●  センターでの働き方は「生きがいを得るための就業」を目的としていますので、一定した収入（配分金）
の保証はありません。

（以上、全国シルバー人材センター事業協会 HP より。下線・太字は筆者）

シルバー人材センターとは、高年齢者が働くことを通じて生きがいを得ると共に、 地域社会の活
性化に貢献する組織です。
センターは、原則として市（区）町村単位に置かれており、基本的に都道府県知事の指定を受け
た社団法人で、 それぞれが独立した運営をしています。
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ませんでした。就労的活動（一般就労～ボランティ

ア活動）を支援する代表的なものとしては、シルバー

人材センターやハローワークがあげられます *1。本

節では、この点を中心に記述します。

●シルバー人材センター

以下に、全国シルバー人材センター事業協会ホー

ムページ *2 より、シルバー人材センターについて

の紹介文の一部を抜粋しています（図 7）。これを

見ていただければわかるように、シルバー人材セン

ターは高齢者対象であることはもちろんですが、会

員制で、請負または委任による業務で、臨時的かつ

短期的な業務が中心であることがわかります。

このような特徴により（雇用関係ではないため）

最低賃金の縛りはありませんが、実際の運営では、

標準的な作業効率で仕事をした場合、最低賃金程度

（以上）の配分金となるよう、各センターで努力が

払われています。また、事業としても請負のほか、

労働者派遣（人材派遣会社と同様）、職業紹介等を

行っており、こちらでは最低賃金が関係してきます。

また、シルバー人材センターは基本的に市区町村単

位となっていますが、小規模な町村では設置されて

いないところもあります *3。

ハローワークとは異なり高齢者のみを対象にして

いるということもあり、シルバー人材センターでは

建設関係や警備関係（交通誘導含む）の業務は扱い

ません。シルバー人材センターの働き方が「生きが

いを得るための就業」であることは、就労的活動支

援コーディネーターの活動目的と重なるところがあ

りますが、個々の部分では、違いがあることがおわ

かりいただけると思います。

また、シルバー人材センターはそれぞれ独立した

運営をしているため、年会費もですが、展開してい

る活動も市町村により微妙に違いがあります（派遣

事業や委託事業の有無等）。また、市町村によって

はシルバー人材センターに助成を出していることも

あるようです。一度、ご自身の市町村のシルバー人

材センターに、挨拶も兼ねて確認に行かれることを

お勧めします。

●各支援機関の違い

図 8 では就労的活動の分類別に、ハローワーク

とシルバー人材センター、就労的活動支援コーディ

ネーターの支援対象となる部分を模式的に表してみ

ました。

ハローワークは高齢者に限定しませんが、一般就

労（フルタイム、パートタイム共）を対象としてい

ます。シルバー人材センターは、厳密には一般就労

と少し異なりますが、パートタイム（臨時かつ短期

の仕事）を基本とし、派遣等も含め、場合によりフ

ルタイムの仕事もあるものと考えられます。就労的

活動支援コーディネーターは、実際にはボランティ

ア（有償・無償）関連が多くなるものと思われます

が、就労の形態にこだわるのではなく、地域の実情

に応じて支援内容を考えるべきでしょう。地域支援

事業は、各自治体の地域性に応じた展開を求めてい

るものです。たとえば、事例 1 の秋田県藤里町「プ

ラチナバンク」のようにシルバー人材センター等が

ない場合などが考えられます。

想定業務の内容（一般就労支援を含める等）によっ

ては、該当自治体または就労的活動支援コーディ

ネーターの委託を受けた団体が、無料職業紹介など

を行えるようにしておくことも検討すべきと思われ

ます。事例 2 の新潟県三条市「セカンドライフ応

援ステーション」や、事例 3 の東京都北区「きら

りあ北」などが、無料職業紹介も取得して活動して

いる例となります。無料職業紹介を取得せずに、一

般就労を含めた高齢者の就労相談に対応する方法と

しては、高齢者の相談をていねいに受けたうえで、

ボランティア活動ではなく一般就労のほうが適当だ

と判断したときには、しかるべき機関（ハローワー

クやシルバー人材センター）につないでいく、とい

うやり方もあります。インテーク中心の相談対応と

いってもよいでしょう。実際に、いくつかの市町村

*1  そのほかにも、福祉的な就労支援として、障害者や生活困窮者等の支援を行う機関・団体もありますが、本稿では割愛します。
*2  https://zsjc.or.jp/
*3  当段落の記述については、全国シルバー人材センター事業協会への電話ヒアリング（2021.9.30）を基に作成。
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では、このような方法をとっています。この手法を

採用する場合には、ハローワークやシルバー人材セ

ンターに、事前に挨拶・連絡をとり、協働の体制を

整えておくことが大切です。ただ単に相談者に連絡

先を教えるというような乱暴な方法はとらず、てい

ねいなつなぎをすることが今後の信頼関係の構築に

つながります。

4.�関連支援機関・部署との連携

これまでも何度もふれてきましたが、就労的活動

支援に関する機関や制度は少なくありません。関連

支援機関・部署としては、代表的なものとして右の

ようなものが考えられます。これらは、協働の候補

機関でもあります。もちろん、地域企業などをはじ

め、ほかにもいろいろな団体・事業所が協働の候補

としてはありえます。

上記以外で、福祉分野で関連する制度でいえば、

重層的支援体制整備事業（以下、重層）での、参加

支援や地域支援の部分で、就労的活動が関わってき

ます。

そこに着目しているのが、事例 5 の北海道旭川

市です。事例 7 の岡山市「高齢者活躍推進事業」

でも活用されており、事例 6 の福島県楢葉町では、

ハローワーク、シルバー人材センター

社会福祉協議会、ボランティアセンター

障害系就労支援機関（障害者就業・生活支援

センター等）・事業所（就労移行支援、就労継

続支援A、B等）

生活困窮・生活保護系就労支援団体（生活困

窮者自立相談支援、就労準備支援等）

民間人材紹介会社・職業紹介会社

JA、他生産組合等【農福連携】

地域運営組織（RMO）、活発なまちづくり協議

会などの地縁組織【地域活動】

図 8就労的活動と支援機関（対象を高齢者とする）

一般就労・フルタイム

ボランティア活動、地域活動（有償）　　

※農作業等、販売収益有

一般就労・パートタイム

ボランティア活動、地域活動　（無償）　　※農作業等、自家用・おすそ分け用

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

注 1）シルバー人材センターは、会員制のため、通常の雇用関係とは異なる
注 2）RMO（地域運営組織）等が地域活動で「雇用」する場合は、本図では一般就労として考える
注 3）本図の「※農作業等」は、通常の農業における農作業ではなく、農業サロンや自家用菜園等を指す

収
入
有
（
本
人
）

就
労
的
活
動
支
援

コ
ー
デ
ィ
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事業目的が合致するところから重層が活動財源とし

て検討されています。この楢葉町の事例では、「農

福連携」という活動の中で障害就労支援事業所と協

働しているように、就労的活動支援は、障害分野の

就労支援や、生活困窮・生活保護分野の就労支援と

も協働できる可能性があります。事例 4 の兵庫県

尼崎市では、高齢者の就労支援の現場（福祉工場）に、

生活保護の就労支援が加わっている実例です。生活

困窮・生活保護分野には「中間的就労」という、ま

さに一般就労の手前の就労的活動といえる支援もあ

ります。上にあげた事例は、就労体験や中間的就労

の場を、地域共生社会と同様の視点で、対象者の属

性が高齢であろうが障害であろうが区別することな

く、共有しながら支援していくという姿勢です。活

動財源の応分負担（重層であれば問題になりません

が）や、各分野の支援者の役割分担などを詰めてい

く必要はありますが、今後さらに増加していく取り

組みと考えられます。

楢葉町の事例として「農福連携」について少しふ

れましたが、農福連携は一般就労支援としても、援

農ボランティア的な取り組みとしても、さまざまな

可能性をもっています。実際の現場では障害分野の

取り組みが先行し、近年、高齢や生活困窮・生活保

護分野などでも事例が見られるようになってきまし

た。農業と聞くと、「中山間地の話か」と思われる

方も多いかもしれませんが、実は大都市近郊でも少

なくなく、人手のニーズも高いのです。また、野外

での農作業だけではなく、出荷調整作業 *4 という

主として屋内での作業に応援を必要としていること

も多いため、そこに着目して、ミニ野菜のパック詰

め作業等を農家や農協から受託して、高齢者のサロ

ン等で希望者が楽しみながら作業をしている例もあ

ります。手作業が多いので足腰に負担がかかりませ

んし、謝礼として現物（季節の野菜等）を提供して、

喜ばれている事例もあるようです。農業担当課や農

協などに相談をすると、新たな就労的活動のタネが

見つかるかもしれません。

地域づくり（地域おこし）・地域コミュニティ分

野も、就労的活動の大きな舞台となる可能性をもっ

ています。あなたは、自分の市町村が、地域運営組

織（RMO）を育成しようとしているかどうかご存

じでしょうか？　本書の事例 8 の高知県佐川町な

どが、地域運営組織の活動の一例です。地域運営組

織の育成などと大上段にかまえた話ではなくても、

新たな活動を始めたいと考えているものの人手で悩

んでいる地域のまちづくり協議会や自治会の話はあ

りませんか。そのような団体と、自分の力で人の役

に立ちたいと考えている高齢者をうまくマッチング

できれば、素晴らしい就労的活動支援が生まれます。

地域包括支援センターに尋ねるのもいいのですが、

まずは、地域振興系、まちづくり支援系の部署と話

をしてみてください。高齢化で事務作業手続きが難

しくなってきた地縁組織に、事務作業を手伝う人へ

の報酬を出す「地域医療介護総合確保基金」の「事

務お助け隊」というメニューがあります。都道府県

により取り組んでいるかどうかを確認する必要があ

りますが、取り組んでいた場合には、そんな話を提

供情報の一つとしてもっていくこともできるでしょ

う。

事例 2 の新潟県三条市や事例 3 の東京都北区な

どのように無料職業紹介をとっている場合はもちろ

んですが、前節で紹介したようなインテーク中心に

担当し、適当な機関につないでいくという高齢者の

就労・社会参加相談事業などをしている場合でも、

ハローワークと協議し、求人情報を提供してもらっ

ているというケースは少なからず存在します。また、

特にそのような事業を手がけていない場合でも、高

齢者の社会参加を考える勉強会として、就労支援講

座のようなものをハローワークと共同で開催してい

る市町村もあります。共通する目的（就労支援・就

労的活動支援）をもつ機関ですので、協働で具体的

な事業などを行わなくても、情報交換の機会をもつ

ことで拓ける未来があるかもしれません。

*4  出荷調整作業： 作物についた異物を取り除いたり、傷んだ部分を除去したり、大きさを揃えたり、一定数ずつ束ねたりする、出荷前
に必要な作業。
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第 章
就労的活動支援
コーディネーターの
現状と可能性

「就労的活動支援」に関する調査

●対象　 1,741全国市区町村　生活支援体制整

備事業担当者

●時期　2022年9～10月

● 郵送により案内送付、基本WEB特設ページで

の回答　（一部、FAX・郵送回収）

●回収　838市区町村　　回収率48.1％

※なお、資料編60頁～に、全調査結果（数表）を掲載

【調査結果の概要】

● 『就労的活動』の認知率（内容まで把握）は、１／３（36.8％）。大多数（58.2％）は、「語感により理解してい

るが、具体的にはわからない」

● 『就労的活動支援コーディネーター』を配置しているのは、29市町村（3.5％）。生活支援コーディネーターが、

「就労的活動支援」に取り組んでいるのは、２割（20.8％）の市町村。

●配置している就労的活動支援コーディネーターは、

・1人配置が6割（58.6％）、複数（2人以上）配置は４割（41.4％）

・直営が2割（17.2％）、委託が8割（82.8％）

・専任が３割強（34.5％）、兼任が６割（62.1％）、複数人配置で専任と兼任混在が1件（3.4％）

・兼任の半数（47.4％）が、生活支援コーディネーターとの兼任

●実施している就労的活動支援

・ 就労的活動支援コーディネーターで多いのは、「地域における就労的活動・活躍の場の把握」（82.8％）、

「高齢者のボランティアや就労に関する相談対応」（72.4％）、「地域高齢者の就労的活動ニーズの把握」

（69.0％）など

・ 生活支援コーディネーターが行っている支援としては、「ボランティアグループづくり、ボランティア担い手育

成」（73.3％）、「高齢者の参加が多い地域活動の支援」（61.9％）など

2020（令和２）年の（介護保険）地域支援事業の

改正により、導入が可能になった就労的活動支援コー

ディネーター（以下、就労的活動支援 Co と略）ですが、

現状、全国での取り組みはどのような状況なのでしょ

うか。

本研究事業で行った「「就労的活動支援」に関する

調査」（2022）の結果から、市町村の就労的活動支

援の様子にふれてみます。
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う新しい言葉についての理解が追いついていない、

とまどっている状況がわかります（図 1 参照）。

次いで、就労的活動支援への取り組みですが、「就

労的活動支援 Co を配置して取り組み」が 29 市町

とわずか 3.5％にとどまっている状況です。本調査

の回収率が 5 割弱であることから逆算して、全国

での配置自治体は、60 から多くても 70 市町村程度

にとどまるものと推測されます。また、愛知県や福

1.�「就労的活動支援」と「就労的
活動支援コーディネーター」の 
現在地

最初に「就労的活動」自体の理解を尋ねていま

すが、「おおよそ把握している」は４割弱（36.8％）

と決して多くはなく、「語感などから理解している

が、具体的にどのようなものかわからない」（58.2％）

が６割と多数を占めています。「就労的活動」とい

就労的活動支援コーディネーター実際の配置（一覧は 19頁参照）

●配置人数：１人配置が６割（58.6％）、複数人数（2人以上）配置が４割（41.4％）

〈複数配置の場合〉

● 『就労的活動支援コーディネーター』を配置しているのは、29市町村（3.5％）。

　生活支援コーディネーターが、「就労的活動支援」に取り組んでいるのは、２割（20.8％）の市町村。

●担当分け： 地区別と職務内容別が各々２市町（各16.7％）、同じ職務内容で配置・時宜に応じ分担が２/３

（66.7％）と多数

●直営・委託の別：直営が２割（17.2％）で、委託が８割（82.8％）と圧倒的多数

●委託先： 半数（50％）が社会福祉協議会で、次いで、シルバー人材センター、社会福祉法人、そのほか（民間事業

所、NPO等）と続く

● 専任・兼任の別： 専任が１/３（34.5％）、兼任が２/３弱（62.1％）で、１か所（3.4％）「複数配置で、専任と兼任が

混在」が存在。

〈兼任の場合〉

● 兼任している職種： 生活支援コーディネーターが半数（47.4％）、あとは、CSWや無料職業紹介、ボランティアセ

ンター等が複数の回答。

図 1　就労的活動について 図 2　就労的活動支援への取り組みについて

就労的活動支援コーディネーターを配置し、

取り組んでいる　3.5％

おおよそ把握

している

36.8％

生活支援Co等が、

就労的活動支援に

取り組んでいる

20.8％

就労的活動支援には、

取り組めていない

75.8％

わ
か
ら
な
い

語感などから

理解しているが、

具体的には、わからない

58.2％

5.0
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岡県では配置市町村数が多めであることから、配置

自治体がゼロの都道府県も少なくないものと思われ

ます。

なお、「生活支援 Co 等が就労的活動支援に取り

組んでいる」は２割（20.8％）となっていますが、

先の問で「就労的活動」という言葉自体があまり把

握されていない現状から、実際には「就労的活動支

援」と意識せずに取り組んでいる市町村を含めると、

もっと多いものと考えられます（図２参照）。

2.�就労的活動支援Coの導入理由

次に、就労的活動支援 Co を導入した市町村（29

市町）の導入理由を見てみます。最も多いのが「就

労的活動支援に特化した人員を配置したほうが、支

援が進むと考えた」（75.9％）で、３／４の市町が

あげています。次いで、「生活支援体制整備事業に

国の補助で投入できる人員が増やせるのは助かる」

（37.9％）が４割弱となっており、積極的な意図を

もつ市町が、導入をすすめていることがうかがわれ

ます（図 3 参照）。

図 3　就労的活動支援 Coを導入した理由（複数回答）

就労的活動⽀援に特化した⼈員を配置した
ほうが、⽀援が進むと考えた

⽣活⽀援Coが多忙なため、業務の⼀部を
補完できればと考えた

⽣活⽀援体制整備事業に、国の補助で
投⼊できる⼈員が増やせるのは助かる

社会福祉協議会や就労的活動⽀援を⾏って
いる団体等から導⼊を希望された

その他

全体
（n=29）

0

75.9

24.1

37.9

3.4

13.8

302010 40 50 7060 80
（％）
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3.�就労的活動支援Coと生活支援
Coが行う就労的活動支援の比較

就労的活動支援 Co が取り組んでいる「就労的活

動支援」と、生活支援 Co が「就労的活動支援」を

行っていると回答した市町村での、活動内容の傾向

を見てみましょう。表１は、もともと２つの設問の

回答を、比較のため 1 つの表にまとめたものです（回

答選択肢３と４は、生活支援 Co への質問には存在

しない）。

就労的活動支援 Co は平均５種類程度（520％）

の活動に従事し、生活支援 Co は、４種類弱（383％）

の就労的活動支援に従事していることがわかりま

す。また、各々のコーディネーターによる活動傾向

に違いが出ていることも見てとれます。

就労的活動支援 Co で多いのは、「地域における就

労的活動・活躍の場の把握」（82.8％）、「高齢者のボ

ランティアや就労に関する相談対応」（72.4％）、「地

域高齢者の就労的活動ニーズの把握」（69.0％）など

で、まだ配置が始まって間もないこともあり、地域

と高齢者のニーズ把握が中心になっているようです。

一方、生活支援 Co が行っている支援としては、「ボ

ランティアグループづくり、ボランティア担い手育

成」（73.3％）、「高齢者の参加が多い地域活動の支援」

表 1　就労的活動支援 Coと生活支援 Coが取り組んでいる「就労的活動支援」（複数回答）

累計（%） 累計（%）
520.7 383.8

No. カテゴリー名 就労的Co ⽣活⽀援Co

1 地域⾼齢者の就労的活動ニーズの把握 69.0 39.0

2 地域における就労的活動・活躍の場の把握 82.8 57.1

3 協議体への参加 48.3 −

4 ⽣活⽀援Coとの同⾏や、協働活動 55.2 −

5 就労的活動⽀援や、就労的活動Coを知ってもらう取り組み 51.7 21.9

6 ボランティアグループづくり、ボランティア担い⼿育成 41.4 73.3

7 地域産業、地域事業所における⾼齢者活動のニーズ探し 44.8 19.0

8 ⾼齢者のボランティアや就労に関する相談対応 72.4 59.0

9 ⾼齢者の参加が多い地域活動等の⽀援 20.7 61.9

10
遊休農地を⾼齢者等向け貸出農園に転⽤、⾃家⽤菜園の作物を販売でき

る仕組みのような農福連携などの取り組み
13.8 7.6

11
地域の⾼齢者が、地域の⽂化や芸能等を若者や⼦どもたちに伝えていくよ

うな活動の⽀援
3.4 16.2

12
地域の⾼齢者が、⼦育てや⼦どもの⾒守り・学習の⽀援をするような場・仕

組みづくり
10.3 23.8

13 その他 6.9 4.8

全体 100.0 100.0
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（61.9％）などをはじめとして、地域の活動に密接

に結びついた就労的活動支援（生活支援 Co の欄の

赤字数字の部分）が高めになっており、普段からの

地域とのつながりをうかがわせるものになっていま

す。

4. 就労的活動支援 Coの
　配置が進まない理由
冒頭でふれましたが、現在のところ、就労的活動

支援 Co を活用している市町村は全国でも、極めて

少数にとどまっています。未配置の市町村に、その

理由を尋ねた結果が、図 4 です。

「生活支援 Co と異なり必ず配置ではないため、こ

れまで就労的活動支援 Co の配置を検討したことも

なかった」が、半数を超え（54.9％）最も多い理由

となっています。地域支援事業関連で、現状業務だ

けでも相当量にのぼるためか、任意事業にまでは、

図 4　就労的活動支援 Co未配置の理由

0

4.2

54.9

33.0

13.0

32.4

3.7

10.6

0.1

2010 30 40 50 60
（％）

現在は配置していないが、近年中に配置を考えている

生活支援Coと異なり必ず配置ではないため、これまで就
労的活動支援Coの配置を検討したこともなかった

就労的活動支援Coの職務内容が、よくわからない

就労的活動支援Coを担える人材（または委託できる団体）
が見当たらない

配置に庁内財政部署等の埋解が得られない

就労的活動支援は、生活支援Co等が行っているため、配
置する必要性を感じない

その他

無回答
全体
（n=809）

なかなか目が向きにくい様子がうかがえます。

次いで、「就労的活動支援 Co の職務内容が、よ

くわからない」（33.0％）、「就労的活動支援 Co を

担える人材（または委託できる団体）が見当たらな

い」（32.4％）の２つを、１／３の市町村があげて

おり、就労的活動支援が特に新しい業務ではない（生

活支援 Co の本来業務の一部）ことも含めて、市町

村担当者に対する「就労的活動支援」および「就労

的活動支援 Co」への理解が浸透していないことが

阻害要因となっていることがわかります。この原因

については、第 1 章でも少しふれていますが、就

労的活動支援 Co の制度導入を含めて、厚生労働省

からの積極的な発信が不足していた側面もあるもの

と思われます。
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No 人数 担当分け 直営・委託 委託先 専任・兼任 兼任職※

1 1 － 委託 社協 専任 －

2 2以上 地区別 委託 社協 兼任 SC,重層的支援体制

3 1 － 委託 社団法人 専任 －

4 2以上 同じ職務 委託 NPO法人 兼任 SC

5 2以上 同じ職務 委託 社会福祉法人 混在 無料職業紹介

6 2以上 同じ職務 委託 シルバー人材センター 専任 －

7 1 － 委託 シルバー人材センター 専任 －

8 2以上 同じ職務 委託 シルバー人材センター 専任 －

9 1 － 委託 社協 兼任 CSW

10 1 － 委託 社協 兼任 SC

11 2以上 同じ職務 委託 社協 兼任 SC

12 2以上 職務別 直営 － 兼任 SC

13 1 － 委託 社協 兼任 SC

14 2以上 同じ職務 委託 一般社団法人 兼任
生活困窮就労支援、 

就労準備支援

15 2以上 地区別 委託 社協 兼任 SC,CSW

16 1 － 委託 シルバー人材センター 専任 －

17 1 － 委託 民間事業者 兼任 民間事業本来業務

18 1 － 委託 社協 専任 －

19 1 － 委託 民間事業者 専任 －

20 1 － 直営 － 兼任 行政職

21 2以上 職務別 委託 社協,社会福祉法人 兼任
ボランティアセンター、 

参加支援ほか

22 2以上 同じ職務 委託 サービス事業者協議会 兼任 事業所本来業務

23 1 － 委託 社協 兼任 地域包括

24 1 － 委託 社協 兼任 SC

25 1 － 委託 社協 兼任 SC

26 1 － 委託 シルバー人材センター 兼任 センター本来業務

27 2以上 同じ職務 直営 － 兼任 無料職業紹介

28 1 － 直営 － 専任 －

29 1 － 直営 － 専任 －

表２　就労的活動支援 Co配置状況（29市町村）

※　SC＝生活支援コーディネーター、CSW＝コミュニティソーシャルワーカー
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5.�就労的活動支援コーディ
ネーター配置市町村の概況

表２（前頁）は、今回調査で就労的活動支援 Co

を配置していると回答した市町村の配置状況を、一

覧にしてまとめたものです。なお、市町村名は伏せ

ています。

また、本研究事業ではアンケート調査とは別に、

WEB 上の情報等から、就労的活動支援 Co を配置

していると推定される市町村の担当者へ、簡易な電

話ヒアリングも実施しました。アンケート調査に回

答されていない市町村も含めて、20 件ほど電話を

して、16 市町村での配置を確認しました（4 市町

村は、計画または検討中）。なかには、今回の事例

記事として取り上げた市町村もありますが、この電

話ヒアリングとアンケート調査から見えてきた就労

的活動支援 Co 配置の傾向について、少しふれてみ

たいと思います（図 5）。

おおまかに、「生活・地域支援志向型」と「特定

事業志向型」に分けられます。「生活・地域支援志

向型」は、言ってみれば生活支援 Co の延長線上で、

地域や有志（ボランティアグループなど）から出て

きた問題意識に対し、たとえば生活支援や見守り活

動、配食や移動支援などの就労的活動にあたるもの

を提案・支援を行っていく、というものです。生活

支援 Co やコミュニティソーシャルワーカー（CSW）

などと兼任していることが多く、普段の活動として

は、生活支援 Co の通常業務のように、地域や福祉

ネットワークを回訪しながら、就労的活動の PR や

ある程度の高齢者の就労的活動の相談対応などを行

い、具体的なニーズが出てきたときに、集中的に支

援を行うというイメージです。本ガイドブックの事

例では、事例 5 の旭川市のような形です。ヒアリ

ング調査の感触では、このタイプのコーディネー

ターは、現状、何をなすべきかを手探りで悩みなが

ら活動を進めていることが多い印象です。

もう一つは、「特定事業志向型」で、Co の行うべ

き事業が最初から絞り込まれているものです。本

ガイドブックの事例ではこのタイプが多く、事例 1

藤里町「プラチナバンク」、事例２三条市「セカン

ドライフ応援ステーション」、事例３東京都北区「き

らりあ北」、事例４尼崎市「はたらくラボ」などが

これに該当します。専任（専従）として配置される

ことが多く、取り組み例の多い活動として、①就労・

社会参加総合相談窓口、②生活支援ボランティアの

仕組みづくりまたは強化、③ボランティア版介護助

手の仕組みづくり（本ガイドブック掲載事例にはな

い）などがあげられます。このタイプは、大規模に

実施しようとすると就労的活動支援 Co の予算だけ

では賄いきれず、別の予算と組み合わせる例も見ら

れます。

もちろん、これらの中間に位置するような例も見

受けられますが、俯瞰してみると現状はこのような

２つの傾向に収
しゅうれん

斂されます。

図 5　就労的活動支援 Coの配置傾向

● 特定事業の推進、運営を目的に配置

● 専任

（取り組みの多い事業）

・ 就労、社会参加活動総合相談窓口づくり

・生活支援Vo等の仕組みづくり

・介護助手Vo版の仕組みづくり　　等々

【特定事業志向】【生活・地域支援志向】

● 地域の問題意識や、有志の想いに対応

● 生活支援コーディネーター、CSW等と兼任

● ケース対応型
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場合は、パートタイム、「プチ就労」と

呼ばれるものが中心

❹ 「�有償 Vo」：有償ボランティア活動の斡旋・

マッチングを行っているもの

❺ 「�地域活動」： 地域での活動を就労的活動支

援として実施しているもの。地域での支

え合い活動や、地域の集い場を農業など

をキーにして構築しようとするものなど

❻ 「�地域共生社会」 ： 高齢者に限定せず幅広

い年齢や分野（障害や社会的孤立などの

課題を抱えている人を含む）を対象に、

就労的活動支援を行っている事例。この

表記については、委員会でも意見のやり

とりがありましたが、あえて「地域共生

社会」を目指すものとして、この表現に

しています。

以上のような 6 つのアイコンも参考にしなが

ら、事例をお読みいただければと思います。

就労的活動支援コーディネーターの配置を検

討している市町村、配置は考えていないが就労

的活動支援の実際を把握しておきたい市町村、

それぞれの視点で、社会参加を活用して地域の

高齢者の QOL の向上を図ろうとするチャレン

ジをお読みください。

なお、事例 5 の北海道旭川市の「地域まるご

と支援員」だけは、就労的活動支援の事例では

本書においては、就労的活動支援コーディ

ネーターを配置している市町村を含めて、就労

的活動支援の取り組みを、全国から８事例ご紹

介しています。

もともと就労的活動支援は、必ずしもコー

ディネーターを配置しなければ進められないも

のではなく、各々の地域の実情に応じて取り組

むものであることから、幅広い事例を収集して

いるものです。

また、8 事例ではありますが、

●できるだけ、地域的な偏在を避ける

●都市部、中山間双方の事例を含める

以上の２点にも留意して選出しています。

今回の事例紹介では、読み手の皆さんの関心

に合わせた検索にお役に立てるため、アイコン

を各事例に附しています（次頁一覧表参照）。

以下、各アイコンについて簡単に説明します。

❶「�就労的Co」：�就労的活動支援コーディネー

ターの配置の有無

❷ 「�総合就労相談」 ： 高齢者の総合的な就労

的活動への相談対応の実施。ほとんどの

場合、一般就労からボランティア活動等

までの相談に対応している

❸ 「�一般就労」：言葉どおり、一般就労のマッ

チング等を行っているかどうか。多くの

事例の配列と読み方
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就労的活動事例一覧

No
都道

府県

市区

町村名
活動名

就
労
的
C
o

総
合
就
労
相
談

有
償
V
o

一
般
就
労

地
域
活
動

地
域
共
生
社
会

1 秋田県 藤里町
藤里町社会福祉協議会

プラチナバンク
〇 〇 〇 〇 〇 ◎

2 新潟県 三条市
セカンドライフ応援

ステーション
〇 ◎ ○ △

3 東京都 北区
生きがい活動センター

きらりあ北
〇 ◎ ○ ◎ △

4 兵庫県 尼崎市 はたらくラボ 〇 〇 〇 △

5 北海道 旭川市 地域まるごと支援員 〇 〇 〇

6 福島県 楢葉町 農福連携の取組み 〇 〇

7 岡山県 岡山市
「高齢者活躍推進事業」 〇

「生涯活躍就労支援事業」 ◎ ○ 〇

8 高知県 佐川町 NPO法人「とかの元気村」 〇 ◎ 〇

◎〇△は、紹介した事業が該当項目にどれだけ重点をおいているか、

実際の取り組みとして関連しているかを目安として示しています。

（事務局による評価）

なく、就労的活動支援コーディネーターという

制度も活用しての包括的支援体制構築の事例と

なります。少し他の事例と異なりますのでご注

意ください。

事例の最後（58 頁）に、全事例を振り返っ

た解説をしています。併せてお読みいただけれ

ば、より一層、就労的活動の意義をご理解いた

だけると思います。

事例の配列と読み方



生涯現役！
「プラチナバンク」で活躍支援

事 例
藤里町社会福祉協議会
秋田県藤里町

就労的CO 総合就労相談 有償Vo 一般就労 地域活動 地域共生社会
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ひきこもり者への支援や独自の特産品開発で知ら

れる藤里町では、「生涯現役のまちづくり」を目標に

掲げて、2017（平成 29）年に全世代対象の人材バン

ク「プラチナバンク」をスタートさせました。足腰が

弱くなっても、誰もが出番のある地域づくりに取り組

んでいます。

29）年。以前から、社協が関わるボランティア団

体などで、高齢で足腰が弱くなったりして、「手伝

いたい気持ちはまだあるのだけれど、ほかの人の迷

惑になるから」と、引退していく人たちがいました。

それをどうにかしたいと、藤里町社協会長の菊池ま

ゆみさんは思っていたそうです。「生涯現役のまち

づくり」を掲げるプラチナバンクは、その答えの一

つです。

そして、地域の声を拾うなかで、所属する場所を

もたない若者への支援が急務と感じ、2010（平成

22）年 4 月に始めた福祉の拠点「こみっと」での

取り組みも、プラチナバンクを生み出す風土づくり

につながりました。

誰もが活躍できる風土づくり

「こみっと」には、就労訓練にも使える調理室や

食事処のほか、地域住民が使える共同事務所、会議

室、サークル室などがあり、活動・交流の場として

の機能もあります。2006（平成 18）年～ 2008（平

成 20）年の実態調査で把握した、学校にも職場に

も所属していない 18 歳～ 55 歳未満の町民 113 人

を訪問して登録を呼びかけ、こまめに情報提供を行

いながら、週 1 回のレクリエーション活動やパソコ

ン操作の訓練、食事処の調理・接客などの活動を始

めました。

藤里町の新しい特産品として社協が開発した「白

神まいたけキッシュ」も登録生が製造を担い、初年

度で 450 万円の売り上げを記録。2015（平成 27）

誰でも人材登録ができる！

人口減少社会のトップを走る秋田県藤里町では、

高齢者や障害のある人、ひきこもり者などが、特産

品となった「白神まいたけキッシュ」の製造・販売

に携わり、人手不足の畑仕事やお祭りの神輿担ぎ、

用水路の泥かきなどに従事して活躍しています。

藤里町社会福祉協議会（以下、社協）が、年齢や

障害の有無にかかわらず、誰でも人材登録ができる

「プラチナバンク」を立ち上げたのは、2017（平成

福祉の拠点「こみっと」
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年には、「讃岐生まれの白神育ち・こみっとうどん」

を製品化して、食事処で提供を始めました。

「白神まいたけキッシュ」の売り上げは、町民の

意識や偏見を変える一つのきっかけになります。そ

れまでは、「こみっとにお誘いしたい人はいます

か？」と地域の人に声をかけると、「家族が隠そ

うとしているのに、暴くような真似をしたくない」

「そっとしておきなさい」という意見が多くありま

した。それが、450 万円の売り上げを境に、彼らは

活躍をする場がなかっただけで、本来活躍できる人

なんだという考えが実感をもって広がり、「学校に

も職場にも所属していないなら、こみっとに行って

手伝ってきなさいよ」と住民が気軽に声をかけられ

る風潮へと変ったのです。

最近は、会社が倒産・失業してまだ 1 週間という

人や、就職が決まらない卒業間近の高校 3 年生な

どが紹介されて来ます。現在、こみっとの登録生は

次々と卒業し、一般の企業に就職しています。

「地域の役に立ちたい」
という思い

そして、冒頭に紹介した「プラチナバンク」につ

ながります。藤里町社協では 2015（平成 27）年度

から「生涯現役のまちづくり」を掲げ、人づくり・

仕事づくり・若者支援を 3 本柱に、いわゆる弱者と

呼ばれる人たちが担い手になる地方創生に取り組ん

でいます。プラチナバンクは人づくり事業に位置づ

けられます。

実施にあたっては、各地区の老人クラブなどへ説

明に回り、「足腰が弱くなったという人には、手や

口でできる仕事を社協が探してきます」と口説いた

そうです。現在、町民の 1 割を超える約 400 人が

登録し、障害や認知症を抱えた人や、デイサービス

を利用している人などもいます。

プラチナバンクは、収入、仕事時間、やる気、経

験などの項目をもとに登録区分があり、無償、有

償、ポイント制とさまざまな活動形態があります

（次頁図参照）。登録料は年 1,000 円で、保険料に充

当しています。町民や町内の事業所からの依頼を

コーディネートし、登録者と結びつけます。農作業

や引っ越しの手伝い、草取り、学校の用務員業務、

除雪などさまざまな依頼があります。藤里町や第 3

セクターからの派遣依頼などもあり、社協の就労的

藤里町の概況（2023年1月末時点）
●人口：2,894人

●世帯数：1,314世帯

●高齢化率：49.6％

●�秋田県の北端、青森県境に位置し、世界遺産で有

名な白神山地の麓の中山間地にある。

■藤里町社会福祉協議会
〒018-3201　�秋田県山本郡藤里町藤琴字三ツ谷脇

40　総合福祉センター内

TEL：0185-79-2848

http://fujisato-shakyo.jp/

キッシュやうどんの注文もできます

年度 登録会員数（人） 活動件数（件） 活動延人数（人） 活動収入金額（円）

2015 121 307 3,872 11,235,690

2016 301 346 3,773 11,159,621

2017 342 442 7,024 24,529,621

2018 362 411 6,107 26,267,362

2019 385 520 7,006 41,650,187

2020 390 543 10,507 38,700,870

表　プラチナバンク事業の展開



26 第２部   事例

活動支援コーディネーター 3 人と、10 人の有志ス

タッフ（民生委員や社協理事など）を中心に運営さ

れています。彼らはプラチナスタッフと呼ばれ、週

4 日程度参加。最高齢は 83 歳で、平均年齢は 70 歳

を超えているとか。有償業務の 10％を手数料とし

て事務局が受け取ります。

初めての依頼を受けるときには、就労的活動支援

コーディネーターは現場を下見して、仕事の内容が

プラチナバンクで対応できるかどうかを確認しま

す。

実際に、100 歳間近の人が「私でも役立つことが

あるの！」と喜んで登録。住民間で得意分野の講師

役となり交流する「まち自慢クラブ」で、ダム湖に

沈んだ出身集落について講話しました。当日は、社

協の送迎付きで、風呂敷 3 枚分の資料を持参。体

調を崩して入院した際には、「また私に仕事を頼ん

でくれる？」と退院後のモチベーションになるほど、

生きがいとなっています。

図　プラチナバンク働き方登録票



�支援する側、 支援される側を超えて、 「活
躍支援」 を実現。

「 地域のお役に立ちたい」 「活躍したい」
という住民の思いをつなげている。
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特産品づくりで活躍

社協では、プラチナバンクとともに、町民の活躍

の場づくりとして、特産品づくりにも取り組んでい

ます。「実際に仕事が少ない町ですから、仕事をつ

くりながらやらないと、支援にならないのです」と

菊池さんは話します。

「根っこビジネス」はその一つ。徳島県上
かみ

勝
かつ

町の

「葉っぱビジネス」に着想を得て、葛やワラビの根っ

こを掘り出し、原料粉やわらび餅などを生産してい

ます。また、地元の山菜を活用した伝統の味シリー

ズ「藤里グッドデリ」を商品化し、近隣の道の駅で

販売しています。これらの農産品の加工の場にも

なっている農村環境改善センター（温泉付き）では、

昼食時に山菜バイキングを行っており、これらの活

動もプラチナバンクの対象です。同じ建物で、まち

自慢クラブも行われています。まち自慢クラブに参

加したついでに、加工作業も手伝えるといった工夫

をしています。衰退する地区老人クラブを応援する

ため、活動の一環としてまち自慢クラブに参加した

り、加工の仕事をする仕組みもつくりました。

初代の就労的活動支援コーディネーターで社協事

務局長代理の門田真さんは、「一緒に山に入り、山

菜採りやワラビ掘りをすると、住民の皆さんの知識

と経験に圧倒され、私が教えてもらう側になります。

皆さん弱い部分を補えば活躍できる人なのだ、と腑

に落ちて、今ではプラチナスタッフ 10 人が僕の上

司です」と目を輝かせます。山の作業の合間にする

お茶飲みはみんなのお楽しみ。「何も言わなくても、

勝手に豪華になっていきます」（門田さん）。

現在、プラチナバンクで活躍している人は 100

人ほど。400 人の登録者数に対して仕事づくりや

マッチングが追いついておらず、試行錯誤が続いて

います。「就労的活動支援コーディネーターは、就

職をするための支援ではなく、『地域の役に立ちた

い』という住民の思いを受け止めて、応える役割が

あります。正直、この事業をやっていくのは大変で

すが、みんなが楽しそうにしている姿を見ると、やっ

ぱりやりがいを感じます」と門田さんは話します。

山の作業はお手のもの

藤里町社会福祉協議会事 例1

右から、事務局長代理の門田真さん、会長の菊池まゆみさん、就労
継続支援Ｂ型事業所管理者の菊地孝子さん



登録制の有償ボランティアで、
社会参加を支援

事 例
セカンドライフ応援ステーション
新潟県三条市

就労的CO 総合就労相談 有償Vo 一般就労 地域活動 地域共生社会
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全国に先駆け、2015（平成 27）年から高齢者の社

会参加のための総合相談窓口を設置してきた三条市。

いち早く、就労的活動支援・社会参加支援に取り組み、

実績を残してきました。現在は、就労的活動支援コー

ディネーターも活用し、活動の幅を広げています。

 2015 年に始まった
「セカンドライフ応援ステーション」

三条市では、2015（平成 27）年に高齢者の社会

参加に関する総合相談窓口として、「セカンドライ

フ応援ステーション」を設置しました。これは、前

年の 2014（平成 26）年に実施した市内高齢者対象

の調査で、働きたいという意欲がある高齢者が多い

のにもかかわらず、それが実現していない現状に対

し、社会参加を進めることによって高齢者の生活に

おける充実感を高めていくことを目的としたもので

す。実際の相談には、年齢制限はなく、ステーショ

セカンドライフ応援ステーション（HPより）

ンでの登録には、原則 55 歳以上の人を対象として

います。これは、退職前からセカンドライフを考え

てもらおうという意図によるものです。

ちょうど同時期に始まっていた生活支援コーディ

ネーター（以下、生活支援 Co）を 1 人と、そのほ

かに 2 人のスタッフを担当として配置。高齢者の

就労支援経験をもつシルバー人材センターに委託

し、翌年には生活支援 Co を 2 人担当体制としまし

た。また、高齢者向けの有償ボランティア事業を検

討し、2017（平成 29）年に、「ハッピーボランティ

ア」の名称で事業を開始しました。

「ハッピーボランティア」の
仕組み
ハッピーボランティアは登録制の有償ボランティ

アですが、従事する活動が、主に三条市の関係機関

もしくは介護事業所からの依頼というところに特徴

があります。市の関係機関としては、公民館や図書

館、学校、保育所などの活動が多く、イベント時の

手伝いや清掃、事務作業の手伝い、通学の見守りが

代表的なものです。介護事業所からの場合は、傾聴

ボランティアやタオルたたみ、レクリエーション対

応など。1 回の活動は 2 時間前後で、活動謝金とし

てボランティアは 500 円を受け取ります。この謝

金は、市の依頼分は市の予算（市単）から支出され

ているとのこと。介護事業所の業務の場合は、市か

ら 100 円、事業所から 400 円という割合で負担し

ているそうです（ハッピーボランティアのフローは

図 1 参照）。
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「コロナ下において、実は（市の）関係機関から

の依頼は増えているんですよ」と話すのは、高齢介

護課主事の長谷川昌美さん。

「学校での消毒作業の補助とか、乳幼児健診の誘

導係とか。健診等をはじめとして、1 か所に多くの

人数を集めることができなくなったために、少人数

での分散開催となった分、逆に人手が必要になった

形ですね」

ボランティアに参加する年代は 70 代が最も多く、

男女比は、2：8 くらいで女性が多いそうです。参

加者（高齢者）からは、「これ（活動）があるから、

外に出られる」「仲間が増えてうれしい」という声

がある一方、依頼した市の機関からも、「人手の不

足しているところで手伝ってもらえるのはありがた

い」「子どもたちへ目が行き届く」（学校関係者）な

ど高評価を受けているといいます。

セカンドライフ応援
ステーションの業務内容
現在のセカンドライフ応援ステーションの主な業

務としては、

① 高齢者の社会参加に関する相談

②  ハッピーボランティアを中心としたマッチン

グ業務

③  仕事・ボランティア等に関する各種講座、セ

ミナーの開催

④  情報発信

などがあげられます。（※本稿では、三条市の事業委

託のメニューとは異なる分類をしています）

各項目ごとに、順を追ってみます。

①は最も基本的な業務となりますが、高齢者の希

望や現状の能力、環境などを聞きとって、適当と考

えられる社会参加活動につなげます。ハッピーボラ

ンティア以外に、ハローワークやシルバー人材セン

ター（本体）などを紹介することもあります。ハロー

ワークとは協力関係にあり、ハローワークの求人情

報も定期的に受け取っています。

②のハッピーボランティアのマッチング業務の近

新潟県三条市の概況（2022年12月末時点）
●人口：92,743人　　世帯数：36,916世帯

●高齢化率：33.6％

●�新潟県のほぼ中央部に位置する。信濃川、五十嵐

川の合流地点周辺の平野部を中心に市街地が形

成され、福島県境に向かう南東部には、自然豊か

な丘陵・山岳地帯が広がる。江戸時代以来の鍛冶

の伝統をもつ金属加工業が盛んな地域であり、豪

雪地帯でもある。

■三条市福祉保健部 高齢介護課 企画調整係
〒955-8686　新潟県三条市旭町２丁目３番１号

TEL：0256-34-5457

セカンドライフ応援ステーション➡

図 1　ハッピーボランティアのフロー図
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年の実績は図 2 のとおりです。2021（令和３）年

度では、延べ 20,000 人近くまで増加しています。

1 件（の依頼）で多人数をマッチングすることもあ

りますが、相当な業務量であることがわかります。

「登録者数、マッチング件数ともに、年々増加し

ています。マッチング件数については、介護保険事

業計画での目標数も大きく上回っていますし、高齢

者の社会参加促進にかなり寄与していると考えてい

ます」と長谷川さん。

図 2 の表中で、「仕事」とあるのは、一般就労お

よびシルバー人材センターなどへの仲介を示してい

ますが、これは、2020（令和 2）年に（高齢介護課

として）無料職業紹介登録を行っていることも関係

しています。一般就労でマッチングしたものは、市

役所の臨時職員の仕事などだそうです。

③仕事やボランティアに関する相談会やセミナー

などを、月 1 回以上を目安に開催しています。とき

にはスマホの使い方講座や、地域の集会所等に出張

しての出前講座なども実施。

④市のホームページや広報誌での案内はもちろ

ん、セカンドライフ応援ステーションに登録した人

には月 1 回、仕事やボランティア関連情報のほか、

公民館をはじめとする市内の関係機関や団体などで

開催するイベント案内なども、DM の形で送付して

います。また、地元の FM 局で月 1 回の番組枠「セ

カンドライフ応援隊」での PR や、国保や介護保険

証の発送時にも周知のためのチラシを同封。さまざ

まな機会を通じての広報に力を入れています。

コーディネーターの視点と
今後の課題
2016（平成 28）年からは、２人を中心に運営さ

れてきたセカンドライフ応援ステーションですが、

2021（令和 3）年には、就労的活動支援により力を

入れるため、生活支援 Co から就労的活動支援 Co

へ変更となりました。就労的活動支援 Co の導入と

同時に、生活支援体制整備の配置が見直され、市内

５か所の地域包括支援センターそれぞれに、生活支

援 Co が１人ずつ配置されました。生活支援 Co が

２人から 5 人に増加したことになります。日常生

活圏域をベースにして考えれば、よりよい形になっ

たといえるかもしれません。

「今でも、（前任者として）生活支援 Co への引継

ぎ的な応援で地域に出ることはあります」と語る

のは、生活支援 Co 時代からセカンドライフ応援ス

テーションを運営してきたコーディネーターのお 2

人です。

セカンドライフ応援ステーションの業務内容は、

就労的活動支援 Co の業務そのものといえますが、

コーディネーターのお 2 人が気をつけてきたポイ

図 2　マッチングのべ人数

R1 R2 R3
仕事 0人 17人 30人

有償ボランティア 12,597人 15,579人 18,126人
無償ボランティア 229人 0人 5人

合計 12,826人 15,596人 18,161人

20,000人

15,000人

10,000人

5,000人

0人
R1 R2 R3



「 セカンドライフ」 というネーミングがわか
りやすくて　

�市役所全体で取り組む活躍の場の提供
と、 市予算での謝金の支出。
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ントを聞いてみました。

「相手の意向を聴くことを最も大切にしています。

その方の得意・不得意に気をつけていますね。『で

きますか？』じゃなくて、『どうですか？』と聞く

ようにしています」と日頃の留意点を教えてくれま

す。相談者の要支援や要介護の状況、認知症疑いな

どは、特に区別したコーディネーションはしていな

いそうです。

「足の自由がきかない人には、封入作業や PC 入力

作業をマッチングすることはよくあります。ケアマ

ネジャーから依頼されて、認知症の疑いのある人に

ボランティアをマッチングしたこともありますね」

利用者（相談者）を、要支援とか要介護という視

点ではなく、その人に何ができるか何が得意なのかと

いう視点で人を見ているからこそ、区別なくマッチン

グできるのでしょう。最後に、現在の活動における課

題を尋ねたところ、こんな回答をいただきました。

「ボランティアさんたちのニーズを、きちんと把

握したいですね。地域ごとに特性はあるのか、今の

活動メニュー（市や介護事業所から依頼中心）で、

やりたいものと合っているのかどうか。それと、も

う一つ、これまで有償ボランティア（ハッピーボラ

ンティア）を中心にコーディネートしてきましたが、

一般就労の支援を求められた場合、どこまでやるべ

きなのかということですね」

すでにかなりの期間、活動を続けてきて、利用者

との信頼関係ができているからこその課題かもしれ

ません。制度的には、無料職業紹介もとっているの

で対応は可能でしょうが、ハローワークへの紹介に

とどまらない一般就労支援となると、事業所への求

人開拓や就労活動支援など、これまでとは違った取

り組みも要求されてきます。他自治体に先行して就

労的活動支援・社会参加支援に取り組み、実績を残

してきた三条市の今後の展開にも注目していきたい

ところです。

中学校見回り

公園維持管理

胃がん大腸がん検診

新潟県三条市事 例2



高齢者の社会参加から
一般就労までをサポート

事 例 きらりあ北
（北区立いきがい活動センター）
東京都北区
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区立いきがい活動センター「きらりあ北」は、既

存の健康増進センターの建物を活用し、2021（令和３）

年に設置され、高齢者の就労と介護予防、地域活動

などの推進を目的としています。ここでは、ボランティ

アを含む広い意味での就労に焦点をあててご紹介し

ます。なお、「きらりあ北」では、高齢者の一般就労

から無償ボランティアまでをコーディネートしており、

これは「就労的活動支援」にあたりますが、本事例

では北区で使われている「就労支援」「社会参加支援」

という表現で記載しています。

ランティア含む）と介護予防、地域活動（多世代交

流）などを支援することを目的としています。

「以前から介護予防に、就労支援・社会参加支援

が重要だという認識はありました」と語るのは、北

区高齢福祉課長の岩田直子さん。同じ 23 区内、大

田区のいきいきしごとステーションなども視察して

いたそうです。

「（そのような観点から）介護予防だけではなく、

セカンドライフの相談先としての機能も付加した拠

点として考えました。初年度（2020 年）は、建物

改修等もあったため、その費用を出せる使途の広い

インセンティブ交付金で賄いました。2021（令和

3）年度からは、一般介護予防と就労的活動支援コー

ディネーター（以下、就労的活動支援 Co）等の財

源で運営しています」

また、高齢者の就労支援・社会参加支援を手がけ

るにあたって、ハローワークやシルバー人材セン

ター、区のボランティアセンターや、高齢者の就労

支援も行っていた区の産業振興課等、業務的に関係

する部署・機関に周知・挨拶に行ったそうです。

「どこも問題にはなりませんでした。特に役割分

担などもしていないので、あいまいな部分があるか

もしれません」と岩田課長。しかし、ハローワーク

とは、その後定期的に求人情報をもらうなど、協働

関係にあるそうです。

「きらりあ北」での就労支援

「きらりあ北」の運営は、指定管理者の公募によ

健康増進センターから、
「きらりあ北」へ

東京都北区では、2021（令和 3）年１月に、区立

いきがい活動センター「きらりあ北」を設置しまし

た。以前は、健康増進センター（健康いきがい課所

管）だった建物を活用したもので、高齢者の就労（ボ

きらりあ北・外観



きらりあ北
（北区立いきがい活動センター）
東京都北区
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り社会福祉法人奉優会が受託しています。現場を統

括するジョブコーディネーターの立花由紀子さん

は、社会福祉士でかつキャリアコンサルタント・産

業カウンセラーの資格ももち、奉優会で運営受託し

ている老人福祉センターなどで、地域との協働窓口

や介護予防関連講座等の企画運営に携わってきまし

た。また、奉優会入職前には、カウンセラー協会か

らの派遣や教育委員会、私立大学等で就労支援経験

も積んでいたという人材です。

「法人が『きらりあ北』の運営に関わると聞いた

ときに、手をあげました。（奉優会入職後は）特に

就労支援などに関わってはいなかったのですが」と

笑いながら話す立花さん。

きらりあ北では複数の業務を展開していますが、

中心になるのは高齢者のセカンドライフの相談と就

労支援です。高齢者から、本人の就労や社会参加に

対する希望やスキル、環境などを聴き取ったうえで、

適当と思われる仕事や活動につなぎます。無料職業

紹介事業運営許可も取得しており、ハローワークと

求人情報を共有しているほか、スタッフ自ら、近隣

事業所（北区に限定しない）の求人開拓も行います。

ハローワーク共催・就労支援講座

一般就労以外にも、法人で制作したシニアボラ

ンティア用のマッチングサイト「YELL（エール）」

を使ったコーディネートも行っています。「一般就

労のコーディネートは、主として『プチ就労』とも

呼んでいるパートタイムが中心ですね。ボランティ

アについては有償も無償もありますが、今は有償が

中心です。高齢者ご本人の希望に沿うことが一番で

すが、きらりあ北としては、一般就労を優先してい

ます。次いで、有償ボラ、無償ボラという順番です。

やっぱり無償ボランティアというのは、なかなか続

かないですね。最初はいいのですが、継続性が厳し

いです。一般就労支援を無料職業紹介事業で行い、

そのほかのボランティア等を含めた社会参加支援を

就労的活動支援 Co の業務として行っているイメー

ジです」と立花さんは、現場での感触を含めて話し

ます。

また、就労支援の一環として、プレ就労カフェ「き

らりあカフェ」にも取り組んでいます。これは、就

労経験がない人やブランクが長い人などに、基本的

なスキルを身に付けてもらうため臨時に設置するカ

フェの店員として体験就労してもらうもので、服装

の確認や簡単な挨拶・接客から、衛生管理、レジ打

ち、レシピに沿ったドリンク等の作成などを学んで

もらいます。ソーシャルスキルトレーニング的な要

素が強いそうで、生活困窮・生活保護支援分野でい

うところの「就労準備支援」的な取り組みです。

「きちんと当日朝に起きて、来ることを習慣づけ

てもらうというような、就労支援というよりその手

北区の概況（2023年2月時点）
●東京都北区

●人口：353,644人　　世帯数：202,562世帯

●高齢化率：24.1％

●�北区は、東京23区の北部中央に位置し、北は荒川

を隔てて埼玉県に接している。東西3キロ弱、南北9

キロ強と南北に細長い形状。交通利便性に恵まれ、

ほとんどの住宅地が駅からの徒歩圏内にある。

■北区立いきがい活動センター
　「きらりあ北」
〒114‐0002　�東京都北区王子５-２-５-101（UR都

市機構王子5丁目団地内）　

TEL：03‐5390‐2220

東京都北区　福祉部高齢福祉課　高齢福祉係

〒114‐8508　東京都北区王子本町1‐15‐22

TEL：03‐3908‐1158
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前の取り組みですね。ここでトレーニングをして、

来店客数も多い東京都庁のカフェで活躍している人

もいます。きらりあカフェ自体は、イベント開催時

など来客数が見込めそうなときにオープンしていま

す。このほかの支援としては、相談者の事業所への

面接時の同行や就労後のアフターフォローまで行い

ます」

多彩な活動とスタッフの養成

就労支援以外の活動に、介護予防と地域活動があ

ります。

介護予防は、以前の健康増進センターから引き継

いだトレーニングマシンを活用したフリーエクササ

イズや、きらりあ体操などのほか、脳トレ、ZOOM

講座などのプログラムも開催しています。健康づく

りや栄養、口腔衛生の出張教室なども行っています。

地域活動では、きらりあ北館内に設置したピアノ

を希望者に開放する「ストリートピアノ」や、地域

の人たちや関心のある方々に協働を呼びかけて開催

する「きらりあマルシェ」「ユニバーサルファッショ

ンショー」など、多世代交流ときらりあ北の PR も

兼ねた取り組みといえそうです。

ユニバーサルファッションショーのひとこま

「地域との関係性は大事です。（きらりあ北が活動

を始めるとき）地区の自治会長さんには最初に挨拶

に行きました。また、会長さんに地域のどなたに挨

拶に行けばよいかも教えてもらいました。自治会や

近所の商店街、法人会、それに銭湯組合には PR 等

で協力してもらっているほか、自治会長さんはよく

こちらにも顔を出してくれます。昨年はコロナで中

止になりましたが、地域のお祭りにもお誘いいただ

いているので、今年は参加したいと考えています」

これまで地域と協働してきた経験からでしょう

か、きっぱりと言い切る姿勢に、立花さんの想いを

感じます。

スタッフは、コーディネーターである立花さんの

ほか、10 人が相談員として業務にあたっています。

メンバーの前職は、介護職や作業療法士のほか、ホ

テルマンや損保の営業など多彩です。立花さん以外

に、就労支援経験のある人はいませんが、きらりあ

北の就労支援から介護予防を含めた日常の施設やイ

ベントの運営までのすべてを行います。

「最初の頃は、（立花さんの）面談に順番で相談員

を同席させていました。相談員にいつも話していた

のは、『その人らしさ、その人が何をしたいのかを

しっかり聞いて』ということです。その人がどうい

う生活、生き方をしていきたいのか。就労はそのな

かでの話です。往々にして、利用者さん自身も理解

できていないことが多い。そういう意味でカウンセ

リングスキルは重要です。外部講師を呼ぶなどして、

月に 3 時間の研修も行います」と現場の統括の立

場から立花さんは続けます。

「ベテランと若い人にペアを組んでもらったりも

しています。今では（十分まかせられるので）相談

を受けても、『あなた自身の感覚を信じていいんじゃ

ないかな』と言うことが多いですね」

きらりあの掲示板

新たな取り組み

これまでもコロナの影響で、企画をしながら実施

に至らなかった事業がありましたが、最近いくつか



 一般就労からボランティア活動まで、 幅
広い高齢者のニーズに対応。

「�学び」のプログラムを取り入れている 
のが　
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新たな取り組みをスタートさせました。

その一つが、公園の維持管理を行うボランティア

の養成講座です。これは、北区から広大な公園の指

定管理を受けている民間事業者と共同での取り組み

です。5 回コースの講座で、民間事業者側の手配で

樹木医などを呼び、実地研修も行う本格的なもの

で、受講者にも真面目に取り組んでもらうために、

3,000 円の有料講座としました。それでも 41 人の

応募があり、面接をして 8 人に絞り込みました。講

座終了後は、公園の維持管理ボランティアを有償で

依頼することが予定されていたので、本気で検討で

きる人に絞り込んだという側面もあります。この養

成コースを終えた 8 人のうち、家庭の都合で欠席

をした 1 人を除く 7 人が、実際に公園での有償ボラ

ンティア業務の初日を終えています。

みどりのお手入れ有償ボランティア育成講座

もう一つが、高齢者のためのスマホ講師養成講座。

この企画は、キャリア事業者などで説明を聞いても

よくわからないという高齢者が多いことから、それ

なら高齢者が高齢者に教えればいいのでは、という

発想から生まれました。12 月～ 3 月までの 4 か月

をかけた本格的な 24 回のコースです。週 2 回程度

という高頻度で実施し、参加者同士に仲よくなって

もらい、有志グループとして講師事業を自分たちで

運営できるようになることまでを目論んでいます。

もし、それがダメでも、養成した講師は、きらりあ

北が現在行っているスマホ講座の講師として有償ボ

ラで起用しようという二段構えの計画です。ハード

な講習日程にもかかわらず 50 人近い応募があり、

これも講師が 2 人のため、受講者を 10 人に絞り込

みました。講師養成なので、スマホの基礎的なスキ

ル所持を確認するステップにもなっています。

このような単なるスキル習得で終わらない講座、

講座後の活動までを見据えた企画は、今後の高齢者

の社会参加支援、就労支援を考えるうえで、参考に

なる取り組みといえるでしょう。

これまでの活動の評価

事業開始後それほど時間が経っていない「きらり

あ北」ですが、2022（令和 4）年度は、11 月まで

の就労相談実績は 301 件、YELL でのボランティア

マッチングは法人全体で 100 件を超え、内 3 割が

北区での実績となっています。

これまでの活動について、きらりあ北の担当でも

ある北区高齢福祉課係長の小谷野学さんは、こう振

り返ります。

「非常に評価しています。特に、コロナ下で活動

が制限されることが多いなか、介護予防事業やスマ

ホ教室などを配信で行ったりと、期待以上の動きを

してくれています。しかし個人的には、一番の特徴

は、利用者の話を非常に丁寧に聴き取っている点だ

と思っています。高齢者には、過去の実績やプライ

ドがありますが、それもふまえて相談者にとって優

しい、親切な聴き取りをしていると感じています」

東京都北区事 例3



高齢者だけでなく生活困窮者等の就労支援も
働きたいを支援する

事 例
はたらくラボ
兵庫県尼崎市
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もともとあった「老人福祉工場」事業を現在のニー

ズに合わせてリニューアル。就労的活動支援コーディ

ネーターを取り入れ、市、企業、ワーカーズコープの

三者協働で始まった「はたらくラボ」。交流の場として

も注目されています。

「老人福祉工場」からの転換

尼崎市では、1982（昭和 57）年より市単事業と

して「老人福祉工場」の名称で高齢者が内職作業等

を行える拠点を複数展開してきましたが、内職作業

依頼が減ってきたことや、指定管理者として運営し

ているのがシルバー人材センターで、年々、利用者

の広がりに欠けていたという課題がありました。

「市の内部からも、費用対効果の観点もあり、事

業体制の見直しを迫られていました」と語るのは、

尼崎市高齢介護課係長の竹中智郁さんです。

「しかし、福祉工場に来ている高齢者は元気で介

はたらくラボ（元老人福祉工場）外観

護認定を受けていないことや、『はたらく』ことに

意味を見出している人が多いこと、特に男性高齢者

には、体操などの集い場やデイサービスなどには行

きたがらない人がいることからも、『はたらく』場

づくりとしては、先駆的な取り組みだったのではな

いか、という思いもありました。

そこで、新たに導入が可能になった就労的活動支

援コーディネーター（以下、就労的活動支援 Co）

を組み入れ、老人福祉工場の有効活用や、この高齢

者の『いきがい就労』を地域に拡げる方策なども視

野に入れたプロポーザル競争を行いました」

この結果、老人ホームやデイサービスなどで高齢

者就労活動の実績をもつ（株）あをに工房と、生活

困窮者等の就労支援や就労準備支援をはじめとし

て、さまざまな福祉事業・支援を展開している企業

組合はんしんワーカーズコープの JV*1 が、「尼崎市

高齢者いきがい就労事業」を受託することになりま

した。

「はたらくラボ」の運営

2022（令和 4）年から始まった本事業。「はたら

くラボ」（以下、ラボ）と名称が変わりましたが、2

か所の元老人福祉工場の運営を引き継いでいます。

ラボの現場運営や請負業務の獲得は、主としてあを

に工房が担当します。ワーカーズコープは、地域へ

*1�� �JV　�joint�venture の略。共同企業体と訳される。複数の
異なる企業等が共同で事業を行う組織のこと。なお本事業で
は、共同事業体と表記。
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の広報や働きかけなどを担当する役割分担です。

「働きに来る環境・場づくりは大事ですね」と話

すのは、あをに工房の課長ではたらくラボの現場を

統括する杉本美樹さん。

「各ラボごとに、利用者の中から作業リーダーを

１人ずつ依頼して、別途、手当を支払っています。

片方のラボでは、『工場長』と呼ばれていますね（笑）

利用の登録者は全体で 130 人。実際に作業するのは、

1 日 20 ～ 40 人位です」

作業の種類としては、ショッピングバックの穴あ

け・紐付けやふきんの折り・袋詰め作業、ミシン縫

いやお弁当づくりなどがあり、9 時～ 16 時の間で

１時間以上の希望する時間で働くことができます

が、フルタイムで働く人も多いそうです。

本事業開始時に、市報での PR やワーカーズコー

プが地域へのチラシ配付等を行ったところ、1 週間

で高齢者から 80 件もの問合せがあり、反響の大き

さに関係者が驚いたといいます。また、実際の利用

者からは、「話しながら作業ができて楽しい」「土日

は家でやることがなく、月曜になるのがうれしい」

「行くところができて、張り合いがある」「仲間に助

けられて、仕事が楽しくできる」などの声があがっ

ているそうです。高齢になっても元気で長生きに大

事なことは「キョウイクとキョウヨウ *2」と言われ

ますが、まさにそれを示すような言葉です。お弁当

づくりに取り組んでいた 95 歳の女性高齢者から、

「次から、もっと効率よくできるようミーティング

しよう」と意見が出て、メンバーで話し合う機会を

設けたというエピソードも。

高齢者だけではない交流の場

このラボでは、生活保護で就労準備支援の対象と

なっている、高齢者ではない４人も、就労体験とし

て作業に加わっています。

「通常の就労体験は報酬が出ませんが、ここでの

作業は報酬が出るので、働く姿勢が違いますね」と

話すのは、はんしんワーカーズコープ（以下、はん

しん WC）の代表理事で、この事業に直接関わって

尼崎市の概況（2022年3月　住民基本台帳）
●人口：459,261人　　世帯数：238,754世帯

●高齢化率：27.6％

●�尼崎市は、兵庫県南東端に位置し、大阪府に隣接

する中核市である。市域は大阪平野に含まれ、阪

神工業地帯の一角を形成する工業都市となってい

る。人口密度は兵庫県内で最も高く、鉄道・バス等

の公共交通機関も充実している。

■尼崎市 健康福祉局福祉部 高齢介護課
〒660-8501　尼崎市東七松町1-23-1

TEL：06-6489-6356

*2�� �キョウイクとキョウヨウ：今日行くところがある（キョウイ
ク）、今日用事がある（キョウヨウ）
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いる馬場義竜さん。はんしん WC は、前述したよ

うに、生活保護や生活困窮での就労支援等も行って

います。現場を直接みているあをに工房の杉本さん

から、４人の作業の様子などの報告も受けるそうで

すが、周囲の高齢者ともスムーズにやりとりができ

ており、笑顔が見られるようになったり、「もう少

し（作業を）やっていきたい」という積極性が出て

きたとの話を聞いて、「相談で（自分たち相談員に）

見せている顔と違う面もあるとわかり、驚きました」

と馬場さん。

このような働く現場からのフィードバックが、よ

りよい理解・支援につながるっていくことがわかり

ます。高齢者ならではの落ち着いた働く場の雰囲気

も、就労体験の入口としてはよいのかもしれません。

支援を通した世代間交流という視点もあり、分野を

またいだ協働の一つの形といえるでしょう。

また、ラボでは働く場としてだけではなく、集い

場としても日常的に活用してもらえるよう、交流ス

ペースも設置しました。このスペースを使って、年

数回、地域との交流・多世代交流・交流スペースの

PR などの複数の目的を兼ねて、イベントも実施し

ています。

交流スペースでのイベントの様子



 民間事業所が共同事業体として就労的活
動支援コーディネーターを受託。

�一人ひとりへの理解と配慮をしながら役割
をつくっている。
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多様な主体で取り組む意味

本事業では、ラボでの就労事業活動だけでなく、

地域の集い場などでの生きがい就労の展開も視野に

入れています。ラボでのノウハウを、地域に平行展

開していくイメージです。これが軌道にのれば、ラ

ボまでの距離を気にすることなく、高齢者が自分の

家から近い集い場等で生きがい就労に取り組めま

す。地域への働きかけを担当するのは、はんしん

WC です。

「生活支援コーディネーターである市社協と連携

しながら、地域のサロン運営や地域活動をしている

人などを中心に声をかけています。この事業を理解

してもらうために、ラボをモデルルーム的に見学に

きてもらったり、体験してもらったりしています。

今、あるサロンで、生きがい就労の導入をはかるべ

く、１件試験的に取り組みを始めています」と馬場

さん。

「もともと『地域に仕事をつくろう』という WC

の理念があります。この事業をやっていてありがた

いのは、地域の元気な高齢者と知り合える、地域お

こしを一緒にできるという点です」

はんしん WC と JV を組む、あをに工房代表取締

役の中山久雄さんは、これまでの高齢者や障害者へ

の就労支援の経験もふまえ、本事業についての想い

を語ります。

「単なる福祉的活動ではなくて、経済的活動だと

思っています。世の中の生産工場と戦えるような仕

組みにしていかないと。高齢者の就労的活動につい

て社会保障しかキャッシュポイント（収益機会）が

ないと、いずれつぶれていきます」「この事業は、

三者（あをに工房・はんしん WC・尼崎市）でやっ

ているから、それぞれアイデンティティが違います。

だからこそおもしろい。化学反応が起きる」

社会的企業の目線で語る中山さんですが、各地の

自治体に介護保険事業等でも、高齢者の就労的活動

を取り上げるよう、さまざまな働きかけも行ってい

ます。

周囲の期待とこれから

事業開始後、1 年も経たない本事業ですが、地元

新聞で取り上げられるなど注目度はかなり高くなっ

ています。地域の医療機関や地域包括支援センター

などからも、「認知症の方の受入れは可能ですか」「認

知症の人を支える取り組みとして、認知症カフェ等

しかないが、ここで受け入れることができるなら、

対象者の能力維持と尊厳の保持につながる」「ひき

こもりがちの男性高齢者に、体操などの通いの場を

案内しても行きたがらない。この事業ならば参加し

てもらえる人も多いのでは」など、多くの声が寄せ

られています。

一方では、就労的活動支援 Co の業務量が増大し

ており、利用希望者の待機が発生し、新規登録者募

集の広報を控える状況にもなっています。はからず

も高齢者と支援者からの就労的活動に対するニーズ

を、大きく顕在化させた形になったといえます。こ

のニーズに対応する人員や体制をどう整備していく

のか。周囲の協力も含めて、先駆的な取り組みにつ

きまとう課題への尼崎市の対応が注目されます。

兵庫県尼崎市事 例4



包括的支援体制で取り組む
『地域まるごと支援員』

事 例

就労的CO 総合就労相談 有償Vo 一般就労 地域活動 地域共生社会

地域まるごと支援員
北海道旭川市
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旭川市の事例は、就労的活動支援そのものの取り

組みではありません。就労的活動支援を含んだ新た

な包括的支援体制構築の取り組みです。他の事例と

一線を画すものですが、意欲的かつ先駆的なこの取

り組みは、包括的支援体制を計画する際にも参考に

なるものと考えました。

2020（令和 2）年の社会福祉法改正で重層的支援

体制整備事業が創設され、旭川市は本事業に取り組

むにあたって、以前より課題となっていた包括的な

相談体制構築へ一歩を踏み出します。

「もとより議論の中で、コミュニティソーシャル

ワーカー（以下、CSW）的な地域福祉の総合的な

支援員がほしいと考えていました。制度のはざまを

含め、複合的な課題の話も受け止められるような。

配置されていた SC を、重層的支援体制整備の財源

と、就労的活動支援コーディネーター（以下、就労

的活動支援 Co）を併せて、機能と人数を拡充し、『地

域まるごと支援員』として、再編成することにしま

した」。新たな取り組み『地域まるごと支援員』へ

至る経緯を、古川さんはこう話します。

生活支援コーディネーター
から『地域まるごと支援員』へ

旭川市には、11 の地域包括支援センターがあり、

この地域包括のエリア 2 ～ 3 エリアを１地区とし

て束ね、市内を４地区とし各地区に１人ずつ、合計

4 人の SC が配置、旭川市社会福祉協議会がそれを

受託する形になっていました。

「予算的な問題から SC4 人しか配置できなかった

のですが、『地域まるごと支援員』として拡充する

にあたり、各地区２人ずつ、さらに統括支援員とし

て 1 人の合計 9 人体制とし、各支援員が孤立しな

いような複数人の体制を整えました」と古川さん。

各支援員は、分野を横断して個別支援も地域支援

重層的支援体制整備事業

旭川市では、2022（令和 4）年度より、重層的支

援体制整備事業に取り組んでいます。重層的支援体

制整備事業に取り組む他の自治体と同様に、旭川市

でも事業に取り組む前から部署間の連携等を含めた

包括支援体制についての問題意識をもっていました。

「2017（平成 29）年の社会福祉法改正から、包

括的な支援体制づくりについては意識をしていまし

た。平成 30 年度に第 4 期旭川市地域福祉計画の策

定作業を進めるなかでも、制度のはざまや複合課題

を抱える世帯などについて対応する（正式な）公的

機関がないことなど、検討課題としてとらえていま

した」と語るのは、福祉保険課主幹で地域福祉係長

でもある古川雄輔さん。

一方で、地域を対象として活動を行っていた生活

支援コーディネーター（以下、SC）からは、原則、

高齢者分野に関わる活動しか対応できず、地域の人

から子どもなど他分野の相談を受けても、自ら対応

できないことにやりずらさを感じているという報告

を受けていました。
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旭川市の概況（2022年4月1日　住民基本台帳）
●人口：326,057人　　世帯数：177,715世帯

●高齢化率：34.7％

●�旭川市は、札幌市に次ぐ北海道第2位の人口を抱

える、北海道北部・道北地方の中心都市。上川盆

地に位置し、気温の年間の寒暖差、昼夜の寒暖差

がともに大きく、年間雪日数は150日を超える。

近年は多くの観光客が訪れる。旭山動物園、旭川

ラーメンなどでも有名。

■旭川市福祉保険部 福祉保険課 地域福祉係
〒070‐8525　�北海道旭川市７条通10丁目　第2庁

舎３階

TEL：0166‐25‐6425

https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/

も行う CSW 的な支援員と想定されています。ただ

し丸抱えにならないように、他の支援機関に振れる

ものは振っていく、という形です。また自治会など

をはじめとした地縁組織には、直接支援員が関わる

形で、地域支援を行っていきます。

「財源的には、生活支援体制整備の SC や就労的

活動支援 Co のほか、重層的支援体制整備の多機関

協働、参加支援、アウトリーチ等を通じた継続的支

援などを組み合わせています。個別支援における参

加支援は重要な要素ですし、就労的活動支援 Co の

就労的活動支援は、その参加支援や地域支援と相性

がよいと考えました」（古川さん）

高齢支援部門では、最初に、就労的 Co が市町村

で配置可能となった段階で、専任で１人配置しよう

と企画したところ、「旭川市の規模（30 万人）に、

1 人で何ができるのか」という意見もあり、配置が

進まなかったとのこと。ただ、この SC を拡充して

『地域まるごと支援員』にという話が出た際、その

高齢支援部門から、就労的活動支援 Co もという意

見が出たそうです。

このような総合的な相談体制をつくる際に、各分

野の部署や相談機関からの反対意見はなかったので

しょうか。

「（複合的な課題のときなど）面倒な調整をしてく

生活支援コーディネーターから

地地域域ままるるごごとと支支援援員員 へ！

これまで生活支援コーディネーターは、高齢者が安心して住みやすいまちづくりを目指し、身近な
地域の住民組織や関係団体と連携しながら取組を進めてきました。

しかし地域にはさまざまな困りごとから「生きづらさ」を抱えている人がおり、高齢分野以外にも、
子ども・障がい・生活困窮等の世代や属性を問わない包括的な相談支援体制が必要とされています。

これからはそのような複合化・複雑化した課題に取り組むべく、“地域まるごと支援員”として取組
を進めていくこととなりました。名称は変わりますが、引き続きどうぞよろしくお願いいたします！

令和４年度～

〇 アウトリーチを通じた支援
地域に出向き、困りごとを自ら相談することが難しい方へ必要な支援を届けます

〇 多機関と協働した支援
様々な関係機関（地域包括支援センター、障がい者総合相談支援センター、子ども総合相
談センター、自立サポートセンター等）と連携し、困りごと解決に向けて柔軟に動きます

〇 地域への参加・つながり支援
  地域活動への参加を結び付け、地域の支え合い活動をすすめます

〇 生活支援・介護予防サービスの体制整備
  住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう仕組みをつくります

あなたの地域の“地域まるごと支援員”

Ａ地域（豊岡、東旭川・千代田、東光）  堀川 沙織 ・ 菊池 雅稀
Ｂ地域（中央、新旭川・永山南、永山）  菊地 久志 ・ 成田 美貴
Ｃ地域（ 末 広 ・ 東 鷹 栖 、 春 光 ・ 春 光 台 、 北 星 ・ 旭 星 ） 高橋 糸子 ・ 石田 和人
Ｄ地域（神居・江丹別、神楽・西神楽） 木戸場 ちひろ ・ 齊藤 加奈子

【お問合せ先】
〒070-0035
旭川市５条通４丁目８９３番地１ 旭川市ときわ市民ホール１階
社会福祉法人 旭川市社会福祉協議会 地域共生課
包括的支援体制整備事業担当 地域まるごと支援員
TEL：0166-23-0742 FAX：0166-23-0746

名前が変わりました

～地域まるごと支援員の主な支援・活動内容～

木戸場 ちひろ 齊藤 加奈子齊藤 加奈子

愛宕・新豊岡・豊岡・東旭川中央・日の出倉沼・桜岡・豊田・米原瑞穂・旭正・千代田・

東豊中央・東部東光・東光・東光南・啓明

西・中央・大成・朝日・新旭川・永山第一・永山南西・永山南・永山第三・永山第二

春光西・春光中央・春光台・鷹の巣福祉村・春光東・末広中央・末広・末広東・東鷹栖中央・

東鷹栖東・東鷹栖西・北星・旭星・旭星西・川端・近文東・近文西

江丹別・嵐山・神居東・神居雨紛・神居中央・台場・西神居・忠和・神楽本町・神楽宮前・

高野・神楽岡東・神楽岡・緑が丘・旭神・西御料地・緑が丘東・西神楽 瑞穂・西神楽 中央・

西神楽 聖和・西神楽 千代ヶ岡

～各地区市民委員会の担当地域・担当者～

Ａ地域

担当

Ｄ地域

担当

Ｃ地域

担当

Ｂ地域

担当

堀川 沙織 菊池 雅稀

菊地 久志 成田 美貴

高橋 糸子 石田 和人

図 1　生活支援 Co から地域まるごと支援員への案内
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図 2　地域力の向上に向けた包括的相談支援体制の構築に向けて

地域力の向上に向けた包括的相談支援体制の構築に向けて
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③社会的なつながりが弱まった世帯の増加 ④地域福祉活動基盤の弱体化，担い手不足やその固定化

③地域から孤立した世帯に対して，社会とのつながりを回復さ
せる取組が必要

①既存の支援機関はアウトリーチの機能が弱く，訪問による発
見・接触・支援に結びつけることが難しい

④後継者が育っておらず，今後，地域の支え合い活動を維持でき
なくなるおそれがある

②各専門分野別の支援機関で対応しているが，他分野との連携が
難しい

③孤立世帯と社会を結びつける社会資源の開拓と伴走支援

①アウトリーチにより，困りごとを抱える市民の，発見・接
触・支援

④住民活動の促進など，地域活動への支援

②分野を超えた支援機関同士の連携調整

これらの機能を併せ持ち，既存の支援機関や地域と協力し，課題の解決につなげるための新たな役割が必要

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を担当している「生活支援コーディネーター」に上記の機能を加え，
人数を増員し『地域まるごと支援員』としてリニューアル。支援員を統括する『統括支援員』の配置を検討

役 
 
割

孤立した市民が支援や地域につながり，健幸に過ごせるあたたかな居場所を見つけるためのお手伝い

①暮らしにくさや困りごとを抱える市民の増加 ②複合的な課題や制度の狭間にある課題を抱える世帯の増加

R3.10.4 市長説明用資料
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 【福祉】

【教育】

＜＜既存の行政サービス＞＞
※市・道・国

給 付
助 成
減 免
予 防

物理的援助
活動支援
現物支給
情報提供
斡 旋

場所の提供
機会の提供

＜＜既存の地域の取組＞＞
※各種民間団体・市民団体

見守り
サロン
訪 問

施設入所
地域行事
防 犯
防 災

健康づくり
子ども食堂
環境整備

【福祉】

【地域づくり】

 【趣味】

既存のサービスや取組の活用だ
けでは解決できない支援ニーズ
に対しては・・・

新たな地域資源を発掘し，対象
者とマッチングすることで支援
ニーズに対応

場合によっては，自らが中心と
なって新たな支援・活動をコー
ディネート

  介護  障がい
  子育て 困窮

  【生活】
市民活動 医療
ごみ   除雪
住まい  水道

【経済】
就労  農業
商業  工業

学校  文化
スポーツ 

民生委員児童委員
地区社会福祉協議会
保護司
高齢者・障がい者・子育て
支援施設

地域まちづくり推進協議会
地区市民委員会・町内会
経済団体・商店街
NPO法人
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・奉仕団体

文化芸術団体
スポーツ団体

連携・協力       連携・協力      

連携・協力      

・情報提供に基づく対象者への接触
              （アウトリーチ）
・困難事例への対応方針検討
・支援機関同士の連携調整
・社会参加に向けた伴走支援 
・対象者が参加できる地域の社会資源の開拓     
・対象者をサポートする住民活動の促進 等

地域まるごと
支援員

地域資源

相談支援機関行 政
地域まるごと支援員 統括支援員

・属性，世代を問わない，包括的な相談支援体制の構築
・制度の狭間の課題や，複雑化・複合化した事例への対応
・支援に向けた円滑なネットワークづくり

※厚生労働省の新たな交付金事業である
 『重層的支援体制整備事業』を活用して配置

Ⅰ 多機関協働による課題解決の調整  
Ⅱ 参加支援   
Ⅲ 地域づくりに向けた支援

複数の行政サービスを組み合わせて活用 複数の地域の取組を組み合わせて活用

精神的な不安を抱えるひきこもりの対象者に対し
て，体調の安定に向けた医療機関へのつなぎや，
地域のサロンに一緒に参加し，居場所づくりを
行った。

分別方法が分からず，ゴミを捨てられずにいた世
帯（高齢・障がい）から相談があり，近隣の地域
住民にボランティア協力を募り，定期的なゴミ出
しができるよう調整をした。

ダブルケアにより介護・育児への負担が大きく
周囲とのつながりが途切れ孤立した世帯に，福
祉サービスや子ども食堂の利用を提案し，負担
の軽減と地域とのつながりを目指した。

個別課題の解決 地域課題の解決

『地域まるごと支援員』がアウトリーチにより把
握した対象者の支援ニーズに合わせて・・・

地域共生社会の実現 14
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れるのなら、とまるごと（支援員）の配置に概ね賛

成いただきました」と古川さんは笑いながら話します。

「この『まるごと支援員』の制度化と、背景とな

る『旭川市地域共生社会の実現に向けた施策の推進

に関する条例』の骨子をつくった際には、当時社協

から市役所に出向してきていた職員と緊密に相談し

ながらスキームを創り上げました。特に、地域の現

場などについては私ではわからない部分もあるの

で、現場と乖離がないか、無理な取り組みになって

いないかを何度も話し合いました」

この SC から『地域まるごと支援員』への再編成

の際には、関係支援部署・機関のほか、地域関係者

にも、事前に話を通していたそうです。

「地域まるごと支援員」の
影響と課題

2022（令和 4）年度にスタートしたばかりの『地

域まるごと支援員』ですが、周囲の反応はどのよう

なものでしょうか。

「最も喜ばれているのは、民生委員 * さんのよう

に感じます。『まるごとができてよかった、これま

で言える（相談できる）先がなかった』という声を

よく聞きます」と話すのは福祉保険課主査の鷲塚清

貴さん。実際、個別相談の半数は民生委員さんから

とのこと。

「これまで SC だったときは、地域の人から子ど

も関係の話を相談されても対応できず、高齢者の話

しかできなかったのが心苦しかった。今は、地区で

気になる人がいたら、（高齢に限らず）誰でも教え

てください、と話しています」と現場の立場を話す

のは、地域まるごと支援員の堀川沙織さん。「民生

委員さんの（気持ちの）負担軽減には、かなり役立っ

ていると感じています」

民生委員の定員割れに悩む地域が多いなか、これ

は大きなメリットといえるでしょう。

また鷲塚さんは、重層的支援体制整備事業での取

北海道旭川市事 例5

り組みも含めた庁内の関係部署の意識の変化を次の

ように語ってくれました。

「複雑な課題を抱えたケースの場合、自分の部署

だけでは解決できない。だから、みんなでやるしか

ない。こんな考えをもてるようになっただけでも、

よかったのかなと思います」

一方で、このような総合的な相談窓口ができる

と、問題となるのは各関係機関からの困難ケースを

含めた丸投げです。旭川市では、報告がまるごと支

援員からあがってくると、鷲塚主査と統括まるごと

支援員を中心に、該当機関に支援の輪に加わっても

らうべく、調整に出向きます。また、『地域まるご

と支援員』の取り組みを聞いたある市議からは、「支

援員がバーンアウトしないよう、留意してほしい」

と言われたこともあります。

そのようなこともふまえ、「まるごと支援員につ

いては、（関係機関や地域団体を除き）大々的な告

知はしていません。形になる前に、相談が殺到して

支援員が潰れては、元も子もありませんから」

取り組みを中心になって進めてきた古川さんは続

けます。「プロセスを一とおりやれるようになって、

できるんだという確認をしてから、そのような段階

（告知）に進むことになると思います」

意欲的で、かつ先駆的な取り組みながらも、足元

を見て一歩づつ進めていく姿勢を貫きます。他市町

村の先進事例も参考にしたという旭川市ですが、こ

の堅実な姿勢を基に、たとえ問題が起きたとして

も、それを糧に進んでいけるものと思われます。

*���正式には民生委員・児童委員ですが、本稿では口語表現で「民
生委員」と表記しています。

 （生活支援コーディネーター、 就労的活動支
援コーディネーター、 重層的支援体制整備
の） 3 つの制度を活用して 9 人の 「まるごと
支援員」 （あるいはコーディネーター）を配置。

 9人のコーディネーター一人ひとりの強み
を活かして多様な支援を展開。
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「参加支援」と「地域づくり」を目的に
農福連携に取り組む

事 例
福島県楢葉町

就労的CO 総合就労相談 有償Vo 一般就労 地域活動 地域共生社会

託されています。

「検討が始まったのは 2021（令和 3）年で、農福

連携のためのワーキンググループが設置されまし

た。メンバーとしては、町の住民福祉課、産業振興

課、社協、地域包括に加え、JA、町内福祉施設（特

養・障害就労継続支援 B）、障害相談支援事業所（基

幹、委託、就労支援）等です。話し合う内容によっ

て、多少メンバーの出入りがありました」。

メンバーからもわかるように、高齢分野だけでは

なく、障害等他分野の支援も視野に入っていました。

地域包括としては、子どもから高齢者、認知症の有

無等にかかわらず、誰もが参加できる場を想定して

いたとのこと。

「これは社協としての視点も入りますが、支援をす

るときの社会資源というものが、この周辺には少な

い。ひきこもり等の相談支援機関は、民間も含めて

いわき市や福島市等になってしまうため、移動の問

題もでてきます。課題を抱えている人は、車を運転

できなかったり持っていなかったりするので、日常

的な支援活動の場、社会資源が不足しています。そ

のため多くの対象者が参加できる場が必要でした」

楢葉町からいわき市や福島市は車で 1 ～ 2 時間か

かります。福島県は特に面積の広い県ですが、同じよ

うな状況にある市町村は全国に少なくないでしょう。

楢葉町では、高齢者福祉計画と障がい者計画は一

体的に策定されていて、共通した地域課題について

は、同様の方向性で施策対応をしていることも、ベー

スにありそうです。

　雑談から実現した農福連携

「もともと、まちづくり計画（第 6 次楢葉町町勢

振興計画）の中にも、農福連携は明記されていまし

たが、具体的なメニューは決まっていませんでした。

あるときに、地域包括支援センター（以下、地域包

括）のスタッフと、町の産業振興課の農業担当者が、

こんなことが（農福連携で）できたらいいね、とい

う話が盛り上がったところから、この事業は始まり

ました」と、事業のきっかけを説明するのは、楢葉

町地域包括支援センターの渡邊正道さん。楢葉町で

は、地域包括は社会福祉協議会（以下、社協）に委

当初から障害やひきこもり等の支援も入れて立ち

上げられた農福連携のワーキンググループ。目的を

「参加支援」と「地域づくり」に定めて、事業を展

開してきました。町の産業振興課や農業関係者の協

力も得て、農作業支援と福祉農園づくりの2本柱で、

事業を具体化しています。

農園収穫
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産業振興課（農業担当者）との
協力
ワーキンググループなどの議論を経ながら、農福

連携の目的を、「参加支援（活動体験・参加体験）」

と「地域づくり」と設定。そのための事業として、

①農業体験等を活用した個別支援と、②福祉農園を

活用した地域づくりと個別支援の 2 本としました。

（図 1 参照）

2022（令和 4）年度に入り、農業体験等を具体化

するために、町内の農業事業者へのヒアリング調査

を行いました。これは、農業事業者の意向把握と、

農業と福祉の課題と解決手段がマッチングできるか

を検討するためのものです。

「産業振興課の農業担当者には、大変お世話にな

りました。その担当者と私たちで（農業事業所に）

ヒアリングに出向きましたが、アポ取りなどほとん

ど手配いただきました。福祉農園となる畑も、無償

で借りることができたのですが、この地主さんも担

当者から紹介いただきました。他にもいろいろと熱

心に動いていただいて、当初の予定よりも大幅に早

く進めることにもなりました」と渡邊さん。

14 か所の農業事業者へのヒアリングでは、予想

以上の好感触を得ることができ、次の活動へとつな

がりました。

　農業（事業所）体験

具体的な事業メニューとしては、農作業体験と福

祉農園づくりになります。どちらも、2022（令和 4）

年度は、テスト運用という形で公的な財源の手当て

楢葉町の概況（2023年1月末）
●町内居住者数：4,290人

（町内居住）世帯数：2,255世帯

●高齢化率：36.5％
※�東日本大震災による避難指示区域だったため、住民基本台
帳と町内居住者数（帰還者数）には、差異がある。

●�福島県沿岸（浜通り）の中部に位置し、東側沿岸

部は低地、中央から西側は阿武隈高地を形成する

山地となっている。降雪のほとんどない温暖な地

域で、サッカートレーニング施設「Ｊヴィレッジ」等

が立地している。2011年の東日本大震災による原

子力発電所事故の影響で、立ち入りを制限されて

いた。2015年9月、避難指示解除となる。

■楢葉町地域包括支援センター
（楢葉町社会福祉協議会）
〒979-0604　福島県双葉郡楢葉町大字北田字鐘突

堂5-5　楢葉町保健福祉会館内

TEL：0240-25-4155

・
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２：福祉農園を活用した地域づくりと個別支援（年度）

農福連携を用いた個別支援と地域づくりについて ※今後変更の可能性あり

検討
令和3年度～

１：農業体験等を活用した個別支援（都度）

事
業
所
調
査

営
農
へ

（
雇
用
）

事
業
準
備

到達
イメージ

開始（準備・試験・見直し）
令和４年度～ 実行・評価・改善
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1
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背景・協議の場

事例の積み重ね ／ サポーター養成（体制整備）

個
別
で

事
業
所
体
験

（
無
償
・
有
償
）

農福希望
事業所聴き取り

個別で事業所体験
（無償・有償）

繁忙期
スケジュール化 福

祉
分
野
外
を

含
め
た
体
制
整
備

今ここ

試
験
運
用

土地の保全

今ここ

人材と経費確認

評
価

拡充③
販売機会等の検討

福
祉
分
野
外
を

含
め
た
体
制
整
備

拡充②
収穫物の活用

拡充①
予算の確保

図 1　農福連携を用いた個別支援と地域づくりについて　※今後変更の可能性あり
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はありません。

農業体験は、町内 2 か所の事業所で実施。事業

の感触によっては、就労または作業手伝いとしての

社会参加活動を想定しました。トマト・イチゴ栽培

事業所では、1 日 2 時間程度の作業を 3 回実施。作

業内容は、出荷用の段ボール箱づくりで、高次脳機

能障害の 30 代の方が参加しました。もう一つの水

稲栽培事業所では、田植え時の苗の運搬や肥料の運

搬等の作業を行いました。これには、障害者の就労

支援事業所から 3 人と社協から声かけをした若年

性認知症のある方を含めた 3 人の合計 6 人が参加。

参加者は、みな楽しそうに作業に従事していました。

事業者側からは、「きちんと仕事をこなしていて、

安心してまかせることができた」という声や、「農

繁期や定期で有償でも来てほしい」という話も出た

ようです。

また、家族以外との関わりがほとんどないという

20 代の青年は、炎天下での作業中に、事業所の社

長から帽子をもらったことがモチベーションになっ

たようで、「次も行かないと！」と話しているそう

です。さらに、別の活動にも意欲的に参加するよう

になるなど、支援関係者はその変化に驚きを感じて

います。

　福祉農園づくり

福祉農園は、東日本大震災以来、休耕地となって

いた役場近くの畑を無償でお借りできたことから、

取り組みが始まりました。この農園は、農作業を軸

とした地域の集い場としての機能と、認知症の方や

さまざまな課題を抱えている方の社会参加・交流の

場としての活用が期待されています。もともと畑を

管理されていた方のご厚意により、農機を出しての

整地や畝づくりへの協力に加え、サツマイモ苗の準

備から収穫までの相談にも対応いただきました（図

2 参照）。

「実は今期（令和 4 年）は、福祉農園は事業化に

向けた体制整備と、用地確保、土地の保全くらいま

でを予定していましたが、さまざまなご厚意や協力

もあり、計画も前倒しとなりました。バタバタしな

がら必死に事業を進めてきた感覚です」と苦笑する

渡邊さん。

苗植えや草刈り、収穫など人手が必要な作業に、

町内高齢者の地域コミュニティサークルである「も

ろもろ塾」の協力も得たほか、地域のキーパーソン

にも声をかけたところ、その方のネットワークで想

像以上の近隣住民の方が集まってくれました。もち

ろん、地域包括や社協から、課題を抱えている方や

農業事業所体験に参加した方などもお誘いし、当日

はいろんな方が入り混じっての作業となりました。

「デイサービスは行きたくないけど畑なら、と参

加した認知症の方もいました。この方を含め、当日

は他者と普段関わりをもたない方が、多くの会話・

交流をしている姿を見ることができました。支援機

関の方の参加もあり、図らずも事業周知の場となっ

て関心をもってもらうことができました」（渡邊さ

ん）。

農園苗植え 農作業体験（苗運び）
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コーディネートの苦労と
今後の展開
最後に、この事業の事務局として動いてきた 3 人

に、苦労した部分を聞いてみました。

「今年度はお試しです、と言いながらだったので

すが、（福祉だけでなく）農業関係の事業でもあっ

たので、関わってくる人が多くなっていて、説明に

非常に気を遣いました。うまく伝わるよう話をする

ことを常に注意しました。それと、（自分の）理想

は別として、現実的にこの事業（試み）を継続させ

ていくにはどうしたらいいか、その視点で動きまし

た」（渡邊さん）。

社協職員でもあり、生活支援コーディネーターの

立場でこの事業に関わった小林紀子さんは、「福祉

農園がみんなの集える場所になってほしいという思

いがありますが、社協が中心的になると、『社協の

ためにやっている』となってしまわないかという懸

念があります。社協が旗振り役になるのではなく、

みんなが主体になれればいいなと感じています」

住民の主体性を尊重・引き出しつつ活動につなげ

られるかに留意する、生活支援 Co らしい言葉です。

最後に社協の立場から、事務局としてこの事業に

関わっている佐藤純さんは、このように語ります。

「福祉農園では、みんなが集まれるような雰囲気づ

くりに注意しました。初めて来た人が嫌な思いをし

ないよう、1 回目が大事だと思っています。農業に

ついてはまったくの素人で、初めて聞いたことばか

りでした。みんなで作業するときは、齟齬が生じな

いように、事前に農家からアドバイスを聞いたり、

作業手順を自分で勉強したりしました」

この事業に関わるまでは、3 人とも農業に触れた

ことはまったくありませんでした。来年度（令和 5

年度）については、令和４年度の反省も活かし、体

制や財源を中心に町と検討を行っています。

「重層的支援体制整備でという話もでていますが、

今後の検討ですね。事業については、同時並行で実

施していきます」

事業の前倒しもあり、試行錯誤をしながらも、確実

に成果がみられている本事業。農業関係者との良好

な協働関係も含めて、農福連携の先駆的取り組みと

して周囲の市町村のモデルとなってほしい活動です。

福島県楢葉町事 例6

行程 ワーキング 検討会 準備 下準備 苗植え 草刈り 収獲 土つくり

時期 ５月 ６月 ６月 6月27日
7月2日 7月5・20日 8月5・9日

9月9日
10月25日・11月1日
個別：10月26日 12月

内容
・担当者確認
・候補地選定
・方向性確認

・地権者契約
・農地法確認
・予算確認
・保険確認
・方向性確認
・設備等確認
・協力者確認

・草刈り
（社協）
・耕運
・畝作り
（協力者）
・苗準備

・さつまいも
の苗植え

・社協職員

9月
・地域の
サークル

・さつまいもの収穫

→参加者、地権者、
協力者、近隣に配布
シンポジウムに設置
福祉事業に設置

（普及啓発）
→困窮相談者に配布
（個別支援）

・耕運
・堆肥
（協力者）

参加者

・楢葉町役場
（福祉担当）
（農業担当）
・楢葉町社会
福祉協議会

・地域包括支援
センター

・楢葉町役場
（農業担当）
・楢葉町社会
福祉協議会

・地域包括支援
センター

延べ 9 名
・地域住民
・農業事業所
体験した方

延べ 25 名

・地域のサークル登録者
・事業所体験した方
・通所はしたくないけど
畑作業が好きな方

・保健師が支援中の方
（25日は欠席）

声掛けしたけど不参加
・就労経験が無い方

２，福祉農園を活用した地域づくりと個別支援（ ※令和４年度試験運用中）

2023/3/14 2

実施したことで、・普段家族としか話していない方も住民との交流ができた
・他事業につながることが難しい方の参加もあり、普段みられない姿も見えた
・参加の機会にはなっていた
・事業や現状説明もでき、関心を示す方もいた
・障がいの委託の参加もあり、事業の周知ができた
・さつま芋を通じて、他事業利用者にも周知ができた

図 2　福祉農園を活用した地域づくりと個別支援 　※令和４年度試験運用中

 関係機関が皆で一緒に「プラットフォーム」
として就労的活動支援を展開しているから
こその取り組み。

 若いときからのつながりがつくれると高齢
期も安心 （就労的活動を実現しやすい）。
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「ハタラク」
岡山県岡山市
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介護事業所の利用者の就労・
社会参加にチャレンジ

事 例

就労的CO 総合就労相談 一般就労 地域活動 地域共生社会

り、そのような活躍の場がありません。そこで、介

護事業所で介護保険サービスを通じて、利用者の意

欲と能力に応じた就労・社会参加活動を『ハタラク』

と名づけて、取り組むことになりました」

　「ハタラク」の具体的な流れ

「在宅生活支援ということはもちろんですが、岡

山市にはデイサービスも多いことから、今回の特区

での取り組みには、デイサービスの質・機能の強

化を目的とした事業も展開しています。本事業で

も、デイサービス事業者を対象にセミナーを実施し

ました。デイサービスの一つの差別化の形になれ

ば、という想いもあります。東京都町田市の『DAYS　

BLG ！』などの活動をモデルとして参考にしてい

ます」と中島さん。

この事業の流れとしては、

① 事業セミナー開催

② モデル事業所選定

③  関係者の事業の方向性・考え方の共有（個別

ミーティング等）

④ 企業とのマッチング

⑤ 「ハタラク」実践

⑥ 振り返り（成果・課題のまとめ）

という実施手順となっています。

2021（令和３）年度は、事業セミナーで関心をもっ

てもらったデイサービス事業所から３事業所をモデ

ル事業所として選出（のち、１か所辞退で２事業所）、

協働での取り組みが始まりました。

　要介護者の社会参加

「国の調査をみても、高齢者でも就労意欲のある

方は少なくありませんが、実際に就労できているの

は、70 歳で希望者の 6 割弱、75 歳で希望者の 2 割

弱です。岡山市が高齢者に対して行った調査 *1 では、

要介護になると、運動や社会参加活動を諦める傾向

が明確に見られました。趣味・文化的活動ついては、

（非認定高齢者と）あまり変わらないのにです」と

高齢者の社会参加に対する意識について語るのは、

岡山市医療政策推進課・医療福祉戦略室長の中島悌

吾さん。中島さんは続けます。

「元気な高齢者には、ボランティアやシルバー人

材センター、地域の集いの場などの就労的な活動、

社会参加活動がありますが、要介護となった高齢者

が行く介護事業所では、お世話中心のサービスとな

岡山市では、「在宅介護総合特区」として、2013

（平成 25）年から高齢者の在宅生活を維持する「自

立支援」に重点をおいたケアに取り組んできました。

現在は、第Ⅱ期（2018・平成 30 ～ 2022・令和 4年）

にあたります。

今回ご紹介する事業は、この特区としての取り組

みの一部ですが、特区でなければできない事業では

ありません（法的に特別な取り組みではない）。自

治体担当者の皆さまには、参考になるところをお読

みいただき、取り入れていただきたいと思います。

-1

有償Vo

*1����岡山市高齢者実態把握調査（令和 2年 3月）
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「まず、事業所のみなさんに、理解してもらうの

に苦労しました。制度的に、（デイサービスで、利

用者が就労的活動を行い、謝金を受け取ること）で

きないと思われている方が多いですね。実際には、

厚労省もデイサービス等での社会参加活動につい

て、実施の際の留意点などを事務連絡 *2 等で出し

ているのですが。モデル事業所の選定にあたっては、

事業所の意欲はもちろんですが、想定している利用

者さんがいるかどうかという点も重視しました。具

体像が描けるかどうかですね。

取り組む事業所を選定した後、もっとも重要なの

が、関係するスタッフのイメージ合わせです。事業

の考え方、ポイントを何度も個別にモデル事業所と

打合せました。しつこいくらいに」

笑いながら話す中島さんですが、市の意気込みも

伝わってきます。

若い人が多い事業所では、プロジェクトチームを

つくって取り組んでいたそうです。このような方向

合わせをしながら、モデル事業所側では、利用者に

対して、この事業の説明とともに参加の意向や希望

などを確認します。また、地域で仕事を提供してく

れる企業、高齢者の社会参加を受け入れてくれる団

体等を探します。一部は、市のほうから企業を紹介

したケースもあります。また、地域の企業等に対し

て説明が必要な場合は、中島さんをはじめ医療福祉

戦略室から市職員も一緒に赴きました。地域密着型

のデイサービスでは、運営推進会議で事業を説明し

たところ、参加していた地域の人が地元の工場を紹

介してくれました。このようにして、多くの人の協

力も得ながら、見つけてきた作業依頼をデイサービ

ス事業所（モデル事業所）が受注し、デイ利用者中

の希望者が「ハタラク」形となります。2021（令

和 3 年）度では、２事業所で６例の「ハタラク」が

誕生しました。

　「ハタラク」の効果と影響

上の表のとおり、６例の取り組みでは、有償のケー

スも無償のケースあります。無償で実施したケース

岡山市の概況（2023年１月末　住民基本台帳）
●人口：701,299人　　世帯数：337,585世帯

●高齢化率：26.8％

●�岡山市は、岡山県南部中央に位置し、瀬戸内海に

面する県庁所在地であり、政令指定都市でもあ

る。南部の岡山平野に中心市街地が拡がり、中四

国の交通の結節点を形成している。瀬戸内海式気

候のため、年間を通して温暖で降水日数が少なく、

「晴れの国おかやま」とも呼ばれる。

■岡山市 保健福祉局保健福祉部 
　医療政策推進課 医療福祉戦略室
〒700-8546　岡山市北区鹿田町1-1-1

TEL：086-803-1638

（高齢者活躍推進事業：ハタラクガイド）
*2���介護保険最新情報Vol.669（平成 30年 7月 27日）

事業所 活動内容 頻度 謝礼

生協 店舗敷地内の草取り １回30分、月２回 200円/回

工場
返品商品からの

タグ取り外し
１時間程度、月2回 １円/個

運送会社 DM便配達 30分程度/毎週 25円/通

お寺 境内清掃 毎週火曜 なし

町内会 公園清掃 30分程度、月2回 なし

病院 拘縮防止製品制作 （病院売店で販売） 売上を参加者で分配

表　2021（令和 3）年度「ハタラク」事例
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でも、次回は有償でいいので別な作業をお願いでき

ないかという話がきている例もあります。

また、認知症がある方が活動しているケースでは、

ボランティアの人に一緒に付き添ってもらいながら

活動していたり、足腰が不自由な人でも座ってでき

る内職作業等で活躍しています。また、DM 便を配

達している利用者さんの場合、もともとは散歩して

いた時間を配達の時間にしているそうです。

「生協さんでは、利用者さんはコープのエプロン

を着用して作業しています。また、作業終了後、店

長が謝金を直接本人に手渡ししてくれます。利用者

さん本人も喜んで、もらった謝金で、早速生協のど

ら焼きを買って嬉しそうに食べていたそうです」

このような「ハタラク」の事例は、岡山市で制作

した「ハタラクガイド」で詳しく読むことができま

す。49 頁概要欄に QR コードをご紹介しています。

「生協さんのホームページや山陽新聞等でも紹介

いただいてますが、有難かったのは、KSB 瀬戸内

海放送さんに、TV で特集報道してもらったことで

す*3。特に、実際に働いている姿をなかなか見られ

なかった高齢者のご家族の方によくわかってもらえ

たことは大きかった」と中島さん。確かに、百聞は

一見にしかず。日中仕事や用事を抱えているご家族

の方に、理解いただくには絶好の媒体といえるで

しょう。ローカルメディアとしても、地元自治体の

このような新しい取り組みは、報道する価値が高い

と考えられます。

しかし、このような取り組みでの事業所のスタッ

フの負担は問題にならないのでしょうか。その質問

に対して、中島さんはこう答えてくれました。

「管理者さんの一人は、『従業員の負担を増やさな

い』ことを意識しながら、取り組んでいるそうで

す。これまでのところ、スタッフ間でその点が問題

になったことはないですね」

おそらく、参加された利用者の表情や態度、満足

度が、スタッフの張り合いにもなりよい影響を与え

ているのかもしれません。

2021（ 令 和 3） 年 度 に 引 き 続 き、 岡 山 市 で は

2022（令和 4）年度でも「ハタラク」を継続展開し

ています。4 年度は、自ら手をあげた 6 事業所から、

新たに３事業所をモデル事業所として選定し、活動

に取り組んでいます。

「財源としては、重層的支援体制整備事業を使っ

ています。今年度では、モデル事業所の中に、全国

で事業展開しているデイ事業所も入っています。こ

の取り組みが全国にも展開されるようになったらい

いな、とは思います」と中島さん。

要介護高齢者を、お世話される側にとどめない、

活躍できる場を介護事業所が提供するというこの取

り組み。ぜひ、全国に広がってほしいものです。

*3�【�特集】要介護者が地域で仕事やボランティア　
岡山市の新事業「ハタラク」とは

生協での活動の様子

事 例7-1 岡山市「ハタラク」

（ハタラク ： 高齢者活躍推進事業）
 デイサービス利用者の就労、 社会参加を
実現している。

 要介護高齢者にも社会参加をあきらめな
いでほしい。



生涯活躍就労支援事業
「シニア専門の就労相談」
岡山県岡山市

総合就労相談 一般就労
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民間就労支援機関と連携し、
就労意向のあるシニアの社会参加を支援

事 例

就労的CO 地域活動 地域共生社会

にしました。地方創生推進交付金（補助率 1/2）を

活用するとともに、ソーシャルインパクトボンド *1

の仕組みを導入。このため、事業実施機関として、

社協、民間就労支援機関（（株）パソナや（株）グロッ

プ）、と中間支援組織である日本ファンドレイジン

グ協会（JFRA）がコンソーシアムを組んでいます 

（図 2　SIB を活用した生涯（活躍）就労支援事業・

実施体制参照）。

　シニア層への就労・社会参加支援

「もともとは、2015（平成 27）年から、岡山市社

会福祉協議会（以下、社協）に委託して、『生涯現

役応援センター』を設置していました。ここでは、

主に地域活動やボランティアを中心にマッチングを

行っていたのですが、登録者の半数の就労希望に対

し、7 割は活動に結びつけることができていません

でした。

そこで、2019（令和元）年に、就労支援のノウ

ハウをもつ民間就労支援機関と連携をする形で現在

の『生涯かつやく支援センター』に再編・移行する

ことになりました」と話すのは、岡山市地域包括ケ

ア推進課係長の亀川桂司さんです。

再編された生涯かつやく支援センターは、就労支

援に重点をおき、ボランティアへのマッチングは、

社協が運営するボランティアセンターが行うこと

岡山市では、“まちの持続可能な開発を実現する

真の生涯活躍のまちづくり” として、地方創生推進

交付金を活用して３事業を展開していますが、その

うちの一つが、ここでご紹介する「生涯活躍就労支

援事業」です。これは、就労を希望するシニア層の

相談受付・登録を行い、相談者の健康状態やニーズ

に応じて就労先企業とのマッチングを行うもので、

企業の求人に対し業務内容や労働条件の調整なども

行うほか、就労後の定着支援まで手がけるものです。

-2

有償Vo

*1���行政から民間に委託する際の手法の一つ。成果連動型の委託
契約で、民間資金を活用したスキームをとる。

図 1　事業イメージ

利用者（シニア）※おおむね55歳以上

就労・活動先企業など

中間支援組織（JFRA）
資金管理・運営管理

就労支援機関 寄り添いサポート
センター・シルバー

人材センター・
ボランティア
センター等

就労相談

利用者に応じた
マッチング支援・企業開拓

生活、仕事、家計などの
困りごと相談・

ボランティア相談

民間就労
支援機関

（パソナ・グロップ）

社会
福祉

協議会

生涯かつやく支援センター（社会福祉協議会）
総合受付・支援機関の振分け
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「生涯かつやく支援センター」
の役割分担
この事業で対象となるシニア層は、おおむね 55

歳以上のセカンドキャリア世代を想定しています。

就労を希望するシニア層の相談を、社協が運営する

生涯かつやく支援センター（窓口）で受け付けます。

ここで、本人の健康状態や環境、希望する働き方な

どをていねいに聴き取ったうえで、一般就労（フル

タイム・パートタイム含む）なら民間就労支援機関

または社協で支援し、違う形の社会参加活動のほう

が適している場合は、シルバー人材センターやボラ

ンティアセンター等につなぎます。受付がインテー

クを担当し、利用者ニーズに合わせて、それぞれの

機関に振り分けるというイメージです。また、就労

相談で来たものの、他の課題を抱えていると思われ

る相談者（たとえば、生活困窮の支援が必要と考え

られる人）の場合は、相応の支援機関へとつなぎま

す。ハローワークの難病患者就職サポーターにつな

いだケースもあったそうです。

「相談に来所される方は、もともとは社会貢献（社

会の役に立ちたい）などを目的に来られる人が多い

印象だったのですが、コロナ禍になってからは、生

活が苦しいので収入を目的に、という方も増えてい

ますね」と亀川さん。

一般就労での就労支援は、（株）パソナや（株）

グロップ、社協が主に担当しています。各社はマッ

チングのほか、自社ノウハウを活かした協力企業の

掘り起こしなども実施。また、相談者の希望に合わ

せて、就労時間の短時間化や業務内容の一部見直し

など、求人企業と交渉・調整も行います。「企業は

交渉に応じてくれるものですか？」と尋ねたところ、

この事業に協力してもらう段階で、企業にはシニ

ア雇用について理解していただいたうえで同意書を

もらっていることもあり応じてもらえているそうで

す。なお、就労の 8 割はパートタイムとのこと。また、

定着支援として、就業後の困りごとへの相談などに

も対応しています。就労支援事業だと、どうしても

就労件数ばかりに目が向きがちですが、定着支援は、

就労したシニア層にとっても、受け入れた事業者に

とっても、大きな意味のある支援といえるでしょう。

ハローワークやシルバー人材センターとも連携を

し、来所者に対して、お互いに紹介・情報提供を行っ

ているそうです。特に、ハローワークでなかなか就

職が決まらないシニア層が、生涯かつやく支援セン

ターに紹介されて来ることも少なくないそうです。

その他の事業の告知としては、市のホームページ

や広報誌のほか、庁内各課や図書館・公民館でのチ

ラシ配付のほか、シルバーカードに同封送付もして

います。

単位 R2実績 R3実績 R4. 10月末実績

新規利用登録者数 人 331 378 254

就労者 人 172 195 107

定着率 % 80.6 89.1 87.3

企業登録数（累計） 社 392 493 529

表　事業実績

■岡山市 保健福祉局高齢福祉部　
　地域包括ケア推進課
〒700-8546　岡山市北区鹿田町1-1-1

TEL：086-803-1256

（生涯活躍就労支援事業）
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　一般就労の成果と今後に向けて

就労したシニア層からは、「前職退職後は、ゆっ

くり自分の時間を楽しもうと思っていた。しかし、

人との関わりがなくなり、社会とのつながりがなく

なったように感じ、何かできないかと就労しました。

就労後は、同僚からいろんな刺激を受けています」

「サポートのおかげで、自宅から近い、孫との時間

をとりたいという条件に合う職場を見つけることが

できました。無理なく、自分のペースで働けていま

す」などの声が出ています。また、企業側からも、「高

齢者の雇用に不安があったけれど、実際に働いても

らったら、しっかりやってもらえた。次もお願いし

たい」「（高齢者ならではの）仕事に対する真面目な

姿、時間を守る姿勢が、若い従業員に好影響を与え

ている」など、関係者から高い評価を受けています。

また、事業実績を見ると、登録者、就労者、協力企

業の数等も伸びていることが一目でわかります。

「今年度（令和４年度）で交付金が終了するため、

一旦事業としては終了しますが、今後もシニアを対

図 2　SIB を活用した生涯就労支援事業　実施体制

事 例7-2 岡山市「シニア専門の就労相談」

象とした就労支援は継続する予定です。そのための

検討を現在行っているところです」と話す亀川さん。

民間も含めた多様なプレイヤーのそれぞれの持ち

味を活かして、シニア層の社会参加を拡げてゆくこ

の取り組み。政令指定都市ならではの規模感はあり

ますが、他市町村でも参考にして、ぜひ取り入れて

いただきたいものです。

金融機関 岡山市評価機関
武蔵大学

事
業
実
施
機
関

中間支援組織（日本ファンドレイジング協会）

民間就労支援機関
（パソナ、グロップ） 社会福祉協議会支援機関　

：コンソーシアムメンバー

⑧評価結果報告

①契約
⑤実績報告

③ 資金管理 ・ 運営管理

④ 就労支援（マッチング支援，企業理解の促進）

②資金提供

（融資）

⑥評価

⑦評価結果報告
⑨成果に応じた

予算執行

⑩元本・利子

（生涯活躍支援センター）
 相談内容から 「本人が何を望んでいるの
か」 を引き出し、 どこに支援を担ってもら
うか考える。
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ＮＰＯ法人元気村の活動拠点「とかの集落活動センターあおぞら」
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おぞら」内で「あったかふれあいセンターとかの」を

運営。その一環でサロンを設けています。

　あったかふれあいセンター（以下、あったか C）

は共生型の地域福祉活動拠点で、高知県独自の補助

制度に基づき市町村が事業主体となって民間の企

業・団体に運営を委託します。受託者はサロンの開

設、高齢・障害者などの見守りや相談対応、支援機

関へのつなぎ、移動や買いもの、家の清掃、除草と

いった生活支援（一部有償）などを行います。

　元気村のサロンには、常設サロン、介護予防サロ

ン、認知症カフェなどがあり、このうち常設サロン

は土日祝日を除く 9 時～ 16 時オープン。1 杯百円

のコーヒーや湯茶（無料）の用意があり、昼食弁当

も事前予約で注文できます（飲料や食事は持ち込み

も可）。曜日によっては移動販売車で買いものも。

自力で来られない高齢・障害者には無料送迎があり

ます。子どもや若者も利用でき、小学生が放課後に

来て宿題をする姿が見られます。

   常設サロンは男性に好評

　介護予防サロンと認知症カフェはそれぞれ週 2

回、月 1 回で、常設サロンとは別のスペースで開か

れます。そのため常設サロンの機能――誰でも気軽

に訪れ、喫茶、食事、おしゃべりを楽しむ――はまっ

たく制限されません。

　常設サロンの利用者は 1 日 30 人前後で、ほどん

どは 70 ～ 90 代。毎週複数回利用する常連はおよ

そ 130 人います。「常連さんたちは、自分の家の近

所に体調を崩したり困りごとを抱えた人がいると、

   活動の原点は「草刈り」

　元気村の取り組みは多岐にわたりますが、自主事

業や町からの委託業務、協力関係にある地縁組織・

農業者団体の活動も含め、草刈りや伐木などの屋外

作業が多いという特徴があります。

　「元気村の活動の原点は草刈りなんです。担い手

の中心は高齢期の男性。若い世代を巻き込む交流イ

ベントや子育て、学校教育支援などにも力を入れて

いますが、基本は本業をリタイヤした高齢世代が集

まって地域を元気にしようということ。高齢者に居

場所と役割を、という発想は当初からです」

　「居場所と役割」の考え方は地域福祉の分野でも

徹底。たとえば、サロンを利用する高齢者は一般的

には「見守られる」側ですが、元気村では「見守る側」

にもなります。

　その実状にふれる前に、元気村のサロンについて

解説しておきます。

　元気村は、活動拠点「とかの集落活動センターあ

「居場所と役割」で地域づくりの好循環

事 例
ＮＰＯ法人とかの元気村
高知県佐川町斗賀野地区
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必要な場合はこの人に依頼。材料費だけで引き受

けてくれる。

◎あったか C の地域食堂「カレーの日」（月 1 回）の

運営は 70 歳前後の女性約 30 人のボランティア

グループ「とかの女子会」が担当。食材調達では、

畑仕事を続けるサロンの常連らに野菜などの提供

を要請。毎回少なくとも 5 ～ 6 人が応じる。

◎精神疾患のある中年男性。人間関係は保健・医療

関係者に限られていたが、保健師の紹介で常設サ

ロンに通い、常連に。畑の収穫を地域食堂に差し入

れるほか、趣味のサークル活動にも加わるように。

すぐ気づいて私たちスタッフに教えてくれます」。

こう話すのは元気村副理事長であったか C コーディ

ネーターの森田有紀さん（48 歳）。

　「私たちの見守り対象になっている人も、常連さ

んがご近所だったり、近所でなくても連絡を取り

合っている場合は、普段のお付き合いの中でさりげ

なく様子を見てもらっています」

　常連たちは、緻密な見守りネットワークを構成、

運用する貴重な人材です。また、常連に対する以下

の役割づくりの例があります。

◎ 80 代の元大工。掲示板など備品の制作・修繕が

佐川町の概況（2022年12月末）
●人口：12,238人�　●世帯数：6,011世帯

●高齢化率：40.3％

斗賀野地区の概況
●人口：3,097人�1,440世帯

●高齢化：率39.2％

　斗賀野は町域を構成する５つの地区（小学校区相

当）のうちの一つで36集落・自治会からなる

■ＮＰＯ法人とかの元気村
〈主な活動内容〉

　佐川町斗賀野地区を活動基盤とする地縁型ＮＰＯ法

人。活動拠点は同法人が指定管理者の「とかの集落活

動センターあおぞら」。同センター内で「あったかふれ

あいセンターとかの」を運営

〈役員・会員・有給職員など〉

　理事12人、監事３人、会員165人（2023年１月時

点）。会員の３分の２は男性で、中心となる年齢層は70

代。このほか、あったかふれあいセンターの生活支援

サービス（清掃、草刈り、電球交換その他、１時間500

円）に従事する登録ボランティア「あったかお助け隊」

メンバーが４５人。町が会計年度任用職員として雇用

し、集落活動センターに配置する集落支援員が２人。う

ち１人は同法人理事兼事務局長。あったかふれあいセ

ンターの常勤スタッフは４人で、同法人が雇用。うち１

人は同法人副理事長で同センターのコーディネーター

〈コーディネーターの配置〉

　同町では就労的活動支援コーディネーターの配置は

ない。生活支援コーディネーターは町社会福祉協議会

に１人配置。生活支援体制整備事業の圏域設定は第１

層のみ。同法人の活動拠点の運営に携わる集落支援員

と、あったかふれあいセンターのコーディネーターが実

質的に斗賀野地区の生活支援コーディネーター・就労

的活動支援コーディネーターとして活動

〈年表〉

1989年　農業者らが斗賀野土地改良区を設立

1996年　土地改良区を母体に「斗賀野地区力強い農

業推進協議会」結成

2002年　同協議会の活動を引き継ぎ、地域の歴史・文

化継承などの目的を加え「とかの里づくり懇

話会」結成

2005年　懇話会を発展的に解消、地域づくり全般に取

り組む枠組みとして同法人設立。当初の会員

数141人。農村公園内に鉄骨造平屋の活動拠

点「元気村役場」を建設

2014年　町委託業務で元気村役場内に「あったかふれ

あいセンターとかの」開設

2017年　元気村役場隣接地に町が「とかの集落活動セ

ンターあおぞら」を建設、同法人が指定管理

者に。「あったかふれあいセンターとかの」は

集落活動センターに移転。元気村役場は引き

続き集会施設として活用

〈所在地・連絡先〉

〒789-1232　高知県高岡郡佐川町東組2692

TEL：0889-22-0448

https://tokanogenkimura.com/
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◎生きづらさを抱えた若い男性。利用者の少ない時

間帯に来てスタッフとおしゃべり。サロン終了時

の片付けを手伝う。スタッフの紹介で、元気村と

協力関係にある農業者団体が行う草刈りにも参加。

「あったかふれあいセンターとかの」の常設サロン

　なお、常連のほぼ半数は男性です。脳トレや体操

への参加を強制されず、喫茶店感覚で利用でき、何

かしら役割をもてる点が好まれるようです。

　もう一つ、あったか C の役割づくりを取り上げ

ます。毎年 9 月または 10 月第 1 日曜に開催する住

民参加型の生活支援ボランティア体験イベント「お

助け大作戦」です。

   「大掃除」のニーズに応える

　大作戦は高齢、障害者世帯の家屋清掃、庭の手入

れや除草などを、事前に参加を申し込んだ住民が無

償で行うもの。毎回 10 世帯程度を対象に、60 人か

ら多いときで 90 人あまりの住民が数人ずつの班に

分かれ、作業に従事します。7、8 歳の小学生から

80 代までのほぼ全世代が参加。2017（平成 29）年

に始まり、台風で中止された 2020（令和 2）年を除

き毎年開催。コロナ禍でも住民から「やるべきだ」

との意見が多く寄せられ、屋外作業を中心に実施に

踏み切りました。

　大作戦当日の朝、参加者は集落活動センターに集

合し、班ごとの作業内容を確認して現場へ。2 時間

ほどで作業を終えて戻り、別のボランティアがつく

る昼食をいただきます。夕方には「反省会」の宴席も。

以下参加者の声。

◎ 40 代男性「お年寄りの喜ぶ姿を見ると、やって

よかったと思う。普段は顔を合わさない人と作業

の中で交流できるのもいい。夕方からの飲み会も

楽しみ」

◎ 60 代男性「依頼者や他のボランティアと親しく

なれるのがうれしい。作業は苦にならないし、や

りがいがある」

◎ 70 代女性「庭に草が茂っていたり、膝を痛めた

といった話を聞くと『困っているだろう、手伝っ

てあげたい』と思うが、なかなか家に踏み込めな

い。大作戦ではそれができる。これをきっかけに

普段から関われるようになればいい」

◎ 70 代女性「前回までお昼ごはんづくりのボラン

ティアをしていた。足腰を痛めて今はできないか

ら、家でつくった漬けものを持ってきた。皆さん

に食べてもらおうと思って」

◎ 80 代男性「若い人も私のような年寄りも一緒に

なって家や庭をきれいにし、感謝の言葉をいただ

いた。体が動く限り参加し続ける」

　大作戦を始めた理由を、森田さんは次のように説

明します。

　「あったか C の通常業務として、ヘルパーが対応

しない清掃や草刈りなどをスタッフや『あったかお

助け隊』（登録ボランティア）が行う生活支援サー

ビスがあります。時折、大掃除のような依頼があり、

人手の確保に苦慮していました。でも大掃除なら年

に 1 回でいいわけで、多くの住民を巻き込んで一斉

に作業する日をイベントとしてやることにしたんです」

生活支援ボランティア体験イベント「お助け大作戦」（２０２１年１０月
１７日）
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　目的は生活支援だけではありません。

　「大作戦を通して世代を超えた住民交流を促進す

ることと、高齢・障害者世帯の生活課題を住民に知っ

てもらうことも大事です」

   「死ぬまで活躍してほしい」

　2022（令和 4）年 10 月の第 5 回大作戦の時点で、

ボランティアの最高齢は 86 歳の真辺誠男さん。

　真辺さんは兼業農家で、59 歳で運送会社を退職

後、当時の農協役員らとともに地元小学校の体験学

習用農地の管理や児童の農業体験会を 30 年近く支

援。元気村発足後は、各種の自主事業や協力団体の

草刈り、伐木、芝焼き、水路修繕、農作業補助など

にボランティア（一部有償）として参加しています。

　このうち農業体験の支援は、小学校の農地（水田

約 1,000 ㎡、畑地約 200 ㎡）の管理を真辺さんら数

人の高齢男性が担い、田植えや稲刈りなどの体験会

は元気村や PTA の会員も加えた 10 人前後で運営。

当初は無償で、のちに町教育委員会と連携する学校

支援地域本部事業となり、一定の手当が支給されて

います。

　農地管理と体験会の運営は、年間を通して学校側

との綿密な調整が不可欠。かつては真辺さんがリー

ダーとして担当し、2017（平成 29）年に元気村事

務局が引き継ぎました。

　「おかげでこの年になっても続けられます。子ど

もたちの喜ぶ姿を見たり、草刈りなどをして地域の

役に立つのはうれしいし、誰かが私に何かをしてほ

しいと頼んでくれるのはありがたい。生きがいです」

　草刈りに関しては、元気村をはじめ農事組合法

人などの協力団体がそれぞれの活動範囲で年 2 ～ 3

回ずつ行います。元気村の自主事業はほぼすべて無

償。町からの委託業務や指定管理業務（公園、道路

など）と、協力団体が主体となるものは有償（1 時間

1 ～ 2 千円程度）が多くなっています。主な担い手

は約 150 人（実際の参加者は都合のつく 50 人前後）

で、ほとんどが 70 代以上。ちなみに、真辺さんは

そのいずれにも参加しています。

　「真辺さんのような人には、死ぬまで活躍してほ

しい」と事務局長の吉森さん。「下の世代への刺激

になってます。『あの人がこれだけやってるなら、

私もやらないと』と。最高のお手本」就労的活動の

創出・提供については次のように述べています。「要

は居場所と役割づくり。元気村はずっと取り組んで

きました。自分にできることをして誰かが喜び、感

謝してくれる…多くの住民に経験させたい」

　農業を基盤に古くから育まれてきた地域のつなが

りと協働の生活文化に元気村が加わって、「住民活

動の幅が広がり、つながりや協働の精神も強まった」

と語るのは初代理事長、森正彦さん（75 歳）。「元気

村を訪れる高齢者の大半は『お世話される人』では

なく、さまざまな活動の担い手です。地域食堂にし

ても、お助け大作戦のようなイベントにしても、担

い手はすぐ確保されます。その積み重ねで地域のつ

ながり、まとまりが一層よくなり、元気村もうまく

まわる」

　多様な分野の活動が、拠点をもつ住民組織によっ

て包括的に運営されることで、就労的活動支援と地

域づくりは相乗効果を発揮します。

ＮＰＯ法人とかの元気村事 例

 地域づくりを通した活躍の場づくり。

 高齢者の就労的活動が持続可能な地域
づくりを支えている。
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❸��コーディネーターの「聴く力」

紹介事例の多くで、コーディネーターが「聴く

力」を大切なこととしてあげています。事例 3 で

は、北区の担当者が、「高齢者には、過去の実績

もプライドもある」という言葉を発しています。

そのことをふまえながら、相手の得意・不得意や、

希望、現在の身体状況などを丁寧に聴き取り、活

かしていくことが、その後の調整・マッチングの

第一歩となります。事例 7‐1 の岡山市「高齢者

活躍推進事業」のような認知症を含む要介護者と

仕事をマッチングする場合などは、家族も含めた

特に細やかな気遣いが必要でしょう。

最後に、就労的活動や活動支援の「もっと事例

を知りたい！」と思われた方へ。

令和 3 年度老健事業「東北地方の中山間地域に

おける高齢者の日常的な交流・社会参加活動の支

援 と就労的活動支援コーディネーターの活用促進

に関する調査研究」の成果品ガイドブック

https://www.clc-japan.com/research/2021_02.html

も、ご覧になってみてください。

本稿でご紹介した 8 事例、実際には岡山市は 2

つの取り組みなので 9 事例になりますが、いかが

でしたでしょうか。就労的活動支援 Co が関わっ

ているものが 5 事例、関わっていない（生活支援

Co やそのほかの人がコーディネートを担ってい

る）ものが 4 事例になります。

今回事例に共通するポイントとして、3 点あげ

たいと思います。

❶�制度があるという理由で取り組んだわけではない

全事例に共通することは、「私たちの地域で、

このような就労的活動支援を行ったほうが、高齢

者（を含む住民）の QOL が高まる」というニー

ズや想いから、動き出している活動・事業である

点です。つまり、「就労的活動支援をしなければ

ならない」という制度などからの強制で取り組ん

だわけではないということです。

目の前の課題に対して「こういうことができた

らいいな」「豊かな暮らしに近づくのでは」とい

う方向性、そこが活動の原点にあります。

❷�就労的活動支援Coを「活用」

就労的活動支援コーディネーター（制度）につ

いても、むやみに導入したわけではなく、やりた

いこと（取り組む事業）に合致しているから活用

しよう、という事例が多く見受けられました。

事例 2 の新潟県三条市では、もともと生活支援

Co が担っていた就労的活動支援を就労的活動支援

Co に切り替え、その結果として生活支援 Co が実

質的に増員されています。事例 4 の兵庫県尼崎市

の場合は、市単事業の再構築に活用しています。

事例総括
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参考
『ハタラクでつながる・つなげる』

を使って協議会で学習会を開催しました

元気な高齢者が増えてきたことや定年延長という

時代背景もあり、結果的に介護予防につながるよう

な “高齢者の生きがい” を目的とした活動・就労支

援を何かできないかと考えていたところ、地域支援

事業の改正で就労的活動支援コーディネーターが配

置できるようになり、令和 3 年度から就労的活動

支援コーディネート機能の強化に取り組むことを決

めました。酒田市の生活支援コーディネーターは市

に 1 名、10 か所ある地域包括支援センターに各 1 名、

計 11 名配置されており、就労的活動支援コーディ

ネーターについては 1 層の生活支援コーディネー

ターが兼務するという形で配置しています。

当初は高齢者の就労についての意識調査を行った

り、こんなスキームでやりたいという絵を描いたり

していましたが、『ハタラクでつながる・つなげる』

のガイドブックを通じて有識者の考え方やさまざま

な団体の事例を学ぶうちに、まずは関係課や関係機

関の方々と「就労的活動支援」についての共通認識

をもつことが大切なのではないかと思うようにな

り、学ぶ形での協議会をオンラインで開催すること

としました。

就労的活動は地域性に応じて柔軟に解釈できる部

分が多く、ハローワークやシルバー人材センター、

ボランティアセンター、商工港湾課などさまざまな

機関や課と連携していくことが大切です。

東北公益文科大学の武田教授から就労的活動支

援のベースとなる概要の講義、藤里町社会福祉協

議会からは、認知症になっても障がいがあっても

活躍できるという素晴らしい事例紹介を。その後

の意見交換ではシルバー人材センターが新しい事

業展開をしていることを知ることができ、改めて

お互いの領域を確認したうえで winwin の関係性

を築くことが大切だと気づきました。協議会をきっ

かけにまずは、関係者同士で顔の見える関係を築

くことができました。

●酒田市 健康福祉部 高齢者支援課 地域包括支援係 

　生活支援コーディネーター 三浦智恵子

（1）「就労的活動支援とは何か」
講師：東北公益文科大学 大学院 教授　

武田真理子 氏

（2） 「就労的活動支援～全世代対象プラチナバンクの
事例紹介」～活躍支援による地域福祉の可能性～

講師：藤里町社会福祉協議会 会長　菊池まゆみ 氏、
局長代理　門田 真 氏

（3）質疑応答・意見交換
参集範囲：協議会委員（各地域包括支援センター
生活支援コーディネーター、社会福祉協議会）関
係課・関係機関（福祉企画課・まちづくり推進課・
商工港湾課、ハローワーク酒田、酒田市シルバー
人材センター、ボラポートさかた）

▶山形県酒田市の概況
人口 97,697人　　42,682世帯
高齢化率 37.0%（令和4年9月30日現在）

令和4年度 
酒田市生活支援体制整備協議会開催概要

●日時：2月16日（木）
●時間：10：00～11：45
●方法：Zoom 配信
●場所：酒田市役所 会議室 101・102・103

役割がある形での社会参加
～就労的活動支援について～
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就労的活動支援に関する調査（調査結果）

問 1. 「就労的活動」がどのようなものを指すか、ご存じでしたか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 おおよそ把握している 308 36.8
2 語感などから理解しているが、具体的にどのようなものかは、わからない 488 58.2
3 わからない 42 5.0

無回答 0 0.0
全体 838 100.0

問 2. 貴市町村では、現在、又はこれまでに高齢者の就労的活動支援に取り組んできましたか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 就労的活動支援コーディネーター（以下Co）を配置し、就労的活動支援に取り組んでいる 29 3.5
2 就労的活動支援Coは配置していないが、生活支援Co等が、就労的活動支援に取り組んでいる 174 20.8
3 就労的活動支援には、取り組めていない 635 75.8

無回答 0 0.0
全体 838 100.0

問 4. （就労的活動支援 Co を）何人配置していますか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 １人 17 58.6
2 ２人以上 12 41.4

無回答 0 0.0
非該当 809
全体 29 100.0

問 3. 就労的活動支援 Co を導入した理由で、あてはまるものをお選びください。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 就労的活動支援に特化した人員を配置したほうが、　支援がすすむと考えた 22 75.9
2 生活支援Coが多忙なため、業務の一部を補完できればと考えた 7 24.1
3 生活支援体制整備事業（地域支援事業）に、国の補助で投入できる人員が増やせるのは助かる 11 37.9
4 社会福祉協議会やそのほかの就労的活動支援を行っている団体等から導入を希望された 1 3.4
5 その他 4 13.8

無回答 0 0.0
非該当 809
全体 29 100.0

累計 (n) 累計 (%)
45 155.2

問 4-1. 複数コーディネーターの担当は、どう分けていますか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 地区別担当分け 2 16.7
2 職務内容を分けて担当分け（片方は、生活支援ボランティアグループ専門など） 2 16.7
3 全く同じ職務内容で配置・時宜等に応じて分担 8 66.7

無回答 0 0.0
非該当 826
全体 12 100.0

問 5. 就労的活動支援 Co は、直営ですか、委託ですか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 直営 5 17.2
2 委託 24 82.8
3 （複数人配置で）直営と委託の両方 0 0.0

無回答 0 0.0
非該当 809
全体 29 100.0

参考資料
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問 6. 配置している就労的活動支援 Co は、専任ですか、兼任ですか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 専任 10 34.5
2 兼任 18 62.1
3 （複数人配置で）専任と兼任が混在 1 3.4

無回答 0 0.0
非該当 809
全体 29 100.0

問 5-1. 委託先はどちらですか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 社会福祉協議会 12 50.0
2 地域包括支援センター（委託法人） 0 0.0
3 その他 13 54.2

無回答 0 0.0
非該当 814
全体 24 100.0

累計 　(n) 累計 　(%)
25 104.2

問 7. 就労的活動支援 Co の前職であてはまるものをお選びください。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 行政職員 7 24.1
2 社会福祉協議会職員（地域福祉担当職種） 9 31.0
3 社会福祉協議会職員（介護系、生活困窮者支援・成年後見等個別支援職種） 1 3.4
4 地域包括支援センター職員（社協以外） 1 3.4
5 2～4（社協・地域包括）以外の社会福祉法人の職員 1 3.4
6 社会福祉法人以外の、福祉系の法人（株式会社・ＮＰＯ等含む）職員 1 3.4
7 福祉系ではない法人（株式会社・ＮＰＯ等含む）職員 4 13.8
8 集落支援員・地域おこし協力隊 1 3.4
9 地域運営組織（ＲＭＯ）を含む地縁組織メンバー 0 0.0

10 その他 7 24.1
無回答 0 0.0
非該当 809
全体 29 100.0

累計 　(n) 累計 　(%)
32 110.3

問 6-1. 就労的活動支援 Co と兼任している業務は何ですか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 生活支援Co 9 47.4
2 生活支援Co以外の、地域包括支援センター（担当職種） 1 5.3
3 コミュニティソーシャルワーカー 2 10.5
4 その他 9 47.4

無回答 0 0.0
非該当 819
全体 19 100.0

累計 　(n) 累計 　(%)
21 110.5
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問 11. 就労的活動支援 Co を配置していない理由として、あてはまるものをお選びください。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 現在は配置していないが、近年中に配置を考えている 34 4.2

2 生活支援Coと異なり必ず配置ではないため、これまで就労的活動支援Coの配置を検討したこ
ともなかった 444 54.9

3 就労的活動支援Coの職務内容が、よくわからない 267 33.0
4 就労的活動支援は、生活支援Co等が行っているため、配置する必要性を感じない 105 13.0
5 就労的活動支援Coを担える人材（又は委託できる団体）が見当たらない 262 32.4
6 配置に庁内財政部署等の理解が得られない 30 3.7
7 その他 86 10.6

無回答 1 0.1
非該当 29
全体 809 100.0

累計 　(n) 累計 　(%)
1229 151.9

 問 9. 就労的活動支援 Co が活動するにあたり、現状課題がありますか？
No. カテゴリー名 ｎ %

1 特に課題はない 12 41.4
2 課題はある 17 58.6

無回答 0 0.0
非該当 809
全体 29 100.0

問 10. 就労的活動支援に取組めていない理由として、あてはまるものをお選びください。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 就労的活動支援がどういうものか、わかっていなかった 148 23.3
2 就労的活動支援の必要性が感じられない 75 11.8

3 就労的活動支援は、（当市町村では）社会福祉協議会などが既に行っているので、新たに行う
必要がない 62 9.8

4 就労的活動支援は、（当市町村では）シルバー人材センター等が行っているので、新たに行う必
要がない 147 23.1

5 シルバー人材センターや、ハローワーク等と業務が重複しそうで、取組みにくい 249 39.2
6 生活支援Coや、協議体に取り組む余力がない 280 44.1
7 自分自身（生活支援体制整備ご担当者さま）に、取り組む余力がない 224 35.3
8 その他 80 12.6

無回答 0 0.0
非該当 203
全体 635 100.0

累計 　(n) 累計 　(%)
1265 199.2

問 8. 就労的活動支援 Co が現在取り組んでいる職務であてはまるものをお選びください。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 地域高齢者の就労的活動ニーズの把握 20 69.0
2 地域における就労的活動・活躍の場の把握 24 82.8
3 協議体への参加 14 48.3

4 生活支援Coとの同行や、協働活動（生活支援Coを兼任している場合、協働とみなしてくださ
い） 16 55.2

5 就労的活動支援や、就労的活動支援Coを知ってもらう取組み 15 51.7
6 ボランティアグループづくり、ボランティア担い手育成 12 41.4
7 地域産業、地域事業所における高齢者活動のニーズ探し 13 44.8
8 高齢者のボランティアや就労に関する相談対応 21 72.4
9 高齢者の参加が多い地域活動等の支援 6 20.7

10 遊休農地を高齢者等向け貸出農園に転用したり、自家用菜園の作物を販売できる場・仕組み
をつくったりするような農福連携などの取り組み 4 13.8

11 地域の高齢者が、地域の文化や芸能等を若者や子どもたちに伝えていくような活動の支援 1 3.4
12 地域の高齢者が、子育てや子どもの見守り・学習の支援をするような場・仕組みづくり 3 10.3
13 その他 2 6.9

無回答 0 0.0
非該当 809
全体 29 100.0

累計 　(n) 累計 　(%)
32 110.3
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問 11-1. 生活支援 Co が、現在取り組んでいる就労的活動支援の内容で、あてはまるものをお選びください
No. カテゴリー名 ｎ %

1 地域高齢者の就労的活動ニーズの把握 41 39.0
2 地域における就労的活動・活躍の場の把握 60 57.1
3 就労的活動支援を知ってもらう取組み、啓発活動 23 21.9
4 ボランティアグループづくり、ボランティア担い手育成 77 73.3
5 地域産業、地域事業所における高齢者活動のニーズ探し 20 19.0
6 高齢者のボランティアや就労に関する相談対応 62 59.0
7 高齢者の参加が多い地域活動等の支援 65 61.9

8 遊休農地を高齢者等向け貸出農園に転用したり、自家用菜園の作物を販売できる場・仕組み
をつくったりするような農福連携などの取り組み 8 7.6

9 地域の高齢者が、地域の文化や芸能等を若者や子どもたちに伝えていくような活動の支援 17 16.2
10 地域の高齢者が、子育てや子どもの見守り・学習の支援をするような場・仕組みづくり 25 23.8
11 その他 5 4.8

無回答 0 0.0
非該当 733
全体 105 100.0

累計 　(n) 累計 　(%)
403 383.8

問 12. どのような支援、資料があれば、就労的活動支援 Co の配置を検討できますか。
No. カテゴリー名 ｎ %

1 就労的活動支援Coの業務内容を具体的に解説したもの 403 52.0
2 「就労的活動支援」とは何かを具体的に解説したもの 369 47.6
3 就労的活動支援Coの導入市町村の事例 447 57.7
4 「就労的活動支援」の実際の事例 409 52.8

5 就労的活動支援Coと、生活支援Coやシルバー人材センター等との役割分担の例、またはガ
イドライン 457 59.0

6 就労的活動支援Coに対する初任者研修を含む各種研修 243 31.4
7 その他 37 4.8
8 資料等の有無に関わりなく、現状、就労的活動支援Coの配置を検討することはない 171 22.1

無回答 3 0.4
非該当 63
全体 775 100.0

累計 　(n) 累計 　(%)
2539 327.6
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TEL 022-727-8730　FAX 022-727-8737

https://www.clc-japan.com/

2023年3月27日

令和４年度老人保健健康増進等事業
『就労的活動支援コーディネーター等の活用に関する調査研究』

※順不同
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